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序 

 
本報告書は、平成 23～27 年度の 5 年間にわたって実施した先導研究プログラム「持続可能社会

転換方策研究プログラム」の研究成果を取りまとめたものです。 

国立環境研究所では、環境と人間活動が調和した持続可能な将来の社会のあり方を明らかにす

るため、将来ビジョン・シナリオを構築する研究に継続的に取り組んできました。しかし、地球

温暖化対策の中長期目標を検討する場面では、経済成長を前提とするシナリオが設定され、定常

型の社会・経済活動のシナリオは検討されませんでした。 

本研究では、持続可能社会への転換を行うに値する魅力的な将来社会像を明らかにすることを

目指し、持続可能な社会に関する最新の動向を踏まえて、社会・経済活動全体とライフスタイル

の両面からのシナリオを検討しました。研究計画時には、リーマンショックの余波が経済の先行

きを不透明にする中、新しい豊かさや格差問題に注目が集まっていました。また、わが国は超高

齢化・人口減少社会に突入し、地方創生の取り組みが活発化し始めていました。研究開始直前に、

東日本大震災が発生し、絆の重要性や大規模エネルギーシステムの脆弱性が再認識されました。 

プロジェクト 1 では、持続可能な発展の系譜を整理し、主要なクライテリアの最新状況を明ら

かにするとともに、環境、経済、社会、個人の 4 つの目標に基づく「豊かな噴水型社会」と「虹

色のシャワー型社会」の 2 つの社会経済の叙述シナリオを構築し、新たに開発した日本 9 地域の

一般均衡モデルを用いた定量評価とあわせて提示しました。プロジェクト 2 では、日本人の 2030

年にむけた持続可能なライフスタイル･シナリオの構築に向けて、今後直面するリスクとそれへ

の対応を踏まえて、16 種類の主要なライフスタイルの変化を記述し、4 つの未来シナリオを作成

しました。さらに、一般市民によるシナリオの評価を行いました。 

これらの成果は、パンフレットや Web ページ、年次報告書にまとめ、国内外へのアウトリーチ

に活用されています。また、第 4 期中長期計画の統合研究プログラムをはじめ、国内外の研究プ

ログラムの提案へと結び付けられました。 

本研究を進めるにあたり、研究所内外の多くの方々にご協力とご支援をいただきました。ここ

に深く感謝いたします。 

 

平成28年9月 

 

国立研究開発法人 国立環境研究所 

理事長 住   明 正 
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１ 持続可能社会転換方策研究プログラムの概要 

 

1.1 研究プログラム全体の目的、目標、構成等 

持続可能な社会の実現に向けて、中長期のわが国のあるべき姿（ビジョン）とそこに至る経路（シナリオ）及び施策

ロードマップを示し、そうした社会への転換を推進する具体的な方策の検討が求められている。一方、現実には様々な

環境問題が未だ解決されておらず、さらに今後生じうる環境問題は、持続可能な社会を構築するうえでの障害となりう

る。種々の困難をもたらす将来の環境問題を想定しつつ、持続可能な社会への転換という喫緊の課題を解決することが

必要とされている。 

そこで、本プログラムでは、将来シナリオと持続可能社会の視点から、環境問題の現状分析を踏まえ、問題の引き金

となるドライビングフォースに着目し、社会・経済の姿をシナリオアプローチにより分析するとともに、社会・経済を

重視したモデル化を行い、持続可能な社会を構築するに当たって必要となる対策や社会・経済のあり方を定量的に検討

する。また、持続可能なライフスタイルと消費への転換の視点から、作成した将来シナリオをもとに、個人や世帯が取

組むべき対策・活動を消費の面から調査分析、モデル化を行うことにより、環境的に持続可能な社会の実現方策につい

て提示する。 

 

具体的には、次の成果を得ることを目指して、図1の実施計画と体制で取り組む。 

（1）将来分析の基礎となるドライビングフォースとしての社会・経済の姿を、シナリオアプローチにより分析し、各シ

ナリオにおいて生じうる様々な環境問題を議論し、持続可能な社会を構築するにあたって必要となる対策や社会・経

済のあり方について、統合評価モデルを開発・適用して、定量的に提示する。 

（2）ライフスタイル変化の要因の分析、ライフスタイルに関する定性的、定量的なシナリオと、それらに対応した環境

負荷推移の提示、に基づいた持続可能なライフスタイルのあり方について提言する。 

（3）以上を踏まえ、環境的に持続可能な社会への早期実現に貢献するよう、わが国の中長期の社会・経済・環境のビジ

 

図1 持続可能社会転換方策研究プログラムの実施計画と体制 
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ョン、そこに至る道筋と施策を提示する。 

そこで、本プログラムは、（1）と（2）に対応するため、次の二つのプロジェクトに取り組む。なお、プロジェクト 1

は、3 つのサブテーマを分担して取り組み、プロジェクト 2 は、3 つの課題に一体的に取り組む。（3）については、プロ

ジェクト 1 が主導してプログラム全体で取り組む。 

プロジェクト 1: 将来シナリオと持続可能社会の構築 

サブテーマ 1: 持続可能社会の系譜の整理とビジョン検討 

サブテーマ 2: 社会・経済に関するストーリーラインの構築 

サブテーマ 3: 持続可能社会の評価のためのモデル開発と将来シナリオの定量化 

プロジェクト 2: 持続可能なライフスタイルと消費への転換 

課題 1: 社会変化による生活変化要因の抽出・設定 

課題 2: 社会軸と価値規範軸の交絡によるライフスタイルの変革検討 

課題 3: 家計生産・ライフスタイルモデル 

 

1.2 研究成果の概要 

将来シナリオと持続可能社会の視点から、持続可能性の概念と指標の動向を明らかにするとともに、環境問題の引き

金となるドライビングフォースに着目し、持続可能な発展の目標に基づく社会・経済の叙述シナリオを示した。また、

転換方策として、自治体の総合計画と持続可能発展指標の体系を示し、その課題を明らかにした。さらに、日本の 9 地

域を対象とした社会・経済活動のモデル化を行い、シナリオの定量評価を行うことで、整合性を確保した。また、持続

可能なライフスタイルと消費への転換の視点から、持続可能なライフスタイルシナリオを構築し、アウトリーチと検証

を行うとともに、生活関連企業との共同による生活者シナリオの構築を推進した。個人や世帯、さまざまな集団や社会

全体として取組むべき対策・活動を消費の面から明らかにした。 

 
図2 持続可能社会転換方策研究プログラムの年次別研究成果 
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外部有識者セミナー（事例紹介7回）

人口・世帯予測

シナリオ構築方法論レビュー

社会潮流と価値観・リスク意識

生活者層区分

2030ﾗｲﾌｽﾀｲﾙ
4つのシナリオ

日本９地域モデル拡張

拡張データ収集

定量評価

アウトリーチ、評価・検証

戦略：ビジョン
と指標の体系 基

本
計
画
の
立
案
等

2025生活者シ
ナリオの構築

研
究
分
野
の
確
立

一
般
広
報

活用・適用
可能性検討

変化の兆しの
スキャニング

16のライフスタイル変化
と8つの未来イシュー
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持続可能性の向上および持続可能な発展の実現を進めるためのシナリオ、指標、モデルに関する成果は、環境基本計

画や総合計画の基礎的知見として政策に貢献し、また、多くの新たな研究提案・参画に結びつけ、新しい研究分野の確

立に貢献するなどのアウトカムを達成している。 

プロジェクト、サブテーマ、課題ごとの年次別の成果の関係を図2に示す。 

 

1.2.1 プロジェクト1: 将来シナリオと持続可能社会の構築 

日本における持続可能な社会で重視される分野と評価クライテリアを示し、持続可能な発展を達成する叙述シナリオ

と転換方策を検討し、多地域モデルによる定量的評価を行うことで、整合性のある将来シナリオを明らかにした。 

（1）持続可能性に向けた取り組みで用いられている内容や視点・評価軸の整理、（2）日本および欧米にて「持続可能

な」という概念を用いる分野の比較、（3）日本人が持続性を求める際に重視するクライテリア、（4）国の発展段階に応

じてクライテリア・要求要件が推移するという仮説の確認、（5）環境・社会・経済の 3 分野およびそれらの間の関連性

（ネクサス）の分析、について知見を得た。これらの知見を踏まえて、日本が将来目指すべきビジョンと、ビジョンに

至るための持続可能性を計測する本プロジェクト独自の持続可能性指標を提示した。 

社会・経済活動の叙述シナリオを構築する枠組みとして、環境を制約から目標にすべく、環境・経済・社会・個人か

らなる持続可能な発展の目標の組合せによる手法を提案した。これにより、環境と経済の両立だけでなく、ワークライ

フバランスやコミュニティの改善も考慮した、魅力的な持続可能社会シナリオを検討しやすくなった。持続発展目標の

内訳を検討し、項目を再整理することで、定量化に向けて優先的に調査研究を進めるべき目標、指標、モデル内変数を

明らかにした。また、転換方策として、これら目標に基づく総合計画と指標の体系を持続発展戦略として提案した。委

員会等に加えて研究課題を介して、環境省、NPO 環境自治体会議加盟自治体、千葉県下自治体に情報提供を行い、政策

貢献を行った。また、学術論文や研究所公開等の広報に加えて、環境研究総合推進費 S-11 や環境経済の政策研究、RISTEX

等の研究提案・参画を通じて、国際間から国、地域における持続可能な発展に関する研究分野への学術的な貢献を展開

した。 

わが国を 9 つの地域に分割し、経済活動と主要な環境負荷を関連づけたモデルを開発し、データセットを整備した。

また、開発したモデルを用いて、サブテーマ 2 で検討されたストーリーラインをはじめ、国際的な既存シナリオ等とも

整合した、各地域における環境負荷と経済発展の関係を整合的に提示した。さらに、持続可能な社会の実現に向けて検

討された施策や対策について、その効果を定量的に明らかにするとともに、これらの施策や対策を踏まえたロードマッ

プを提示した。 

 

1.2.2 プロジェクト2: 持続可能なライフスタイルと消費への転換 

持続可能なライフスタイルシナリオの構築、またその一般生活者や社会起業家等による検証作業を行い、その有効性

を確認した。さらにライフスタイルシナリオを具体的な生活者を対象とした分野の企業の参加をもって生活者シナリオ

構築作業を行い、具体的な消費場面への適用可能性を確認した。UNEP、EU などがイニシアチブをとって進めている持

続可能な消費と生産に関するプログラムの動きをフォローし、総括を行った。成果物としては、2030 年（2025 年）の日

本の持続可能なライフスタイルシナリオに関するとりまとめ報告書（一般向け）の発行、持続可能な消費と生産への展

開に向けたシンポジウムの開催とその成果報告書などがある。いずれの内容も、本課題の 5 年間の成果をまとめるとと

もに、持続可能なライフスタイルおよび持続可能な消費と生産、シナリオ構築に関する学術的な知見および一般向けの

成果の公表となった。 

また、学術論文や学会でのシンポジウム主催に加え、環境研究総合推進費 FS（S-16 へ発展）や推進費一般課題（1-1406）

での課題代表、国連環境計画における持続可能な消費と生産のための 10 年計画への専門家としての参画（持続可能なラ

イフスタイルと教育分野）とその参加のプロジェクトへの日本側分担等を通じて、人々のライフスタイルをグローバル

な視野から議論する学術的な貢献を展開した。 
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２ 研究の成果 

 

2.1 将来シナリオと持続可能社会の構築に関する研究（プロジェクト1） 

日本における持続可能な社会で重視される分野と評価クライテリアを示し、持続可能な発展を達成する叙述シナリオ

と転換方策を検討するとともに、多地域モデルによる定量的評価を行うことで、整合性のある将来シナリオを明らかに

した。 

 

2.1.1 持続可能社会の系譜の整理とビジョン検討（サブテーマ1） 

（1）目的と経緯 

「持続可能な発展」「持続可能性」等の用語および概念は、研究者の間では 1980 年代から用いられてきた。しかし、

包括的かつ抽象的な概念であり、具体的な処方箋に至りにくいという課題を有する。また、一般市民の間に十分に浸透

したとも言いがたい。本サブテーマでは、持続可能な社会の定義、概念、具体的な実践事例を検討することによって、

持続可能な社会のビジョンを提示するとともに、環境、経済、社会の 3 つの側面の相互関係の変化等を評価することが

可能な指標化などを通じて、定量的・定性的ビジョンの活用に向けた知見を蓄積することを目的とした。この目標達成

に向けて、1）持続可能性に関する概念整理、2）非専門家による用語の用いられ方に関する調査、3）国の持続可能性を

計測するための指標体系開発、4）日本の持続可能性を計測するための指標選定、の 4 段階で研究を進めた。 

1）持続可能性に関する概念整理 

持続可能な条件に関する既往研究は多数あるが、包括的なレビューは過去の研究活動にて実施済であり、今回は、そ

の中でも主だった既往研究を対象とし、また、多彩な分野をカバーできるように選択した。調査対象文献は下記のとお

りである。 

（全般的なもの） ・ハーマン・デイリー（1990）持続可能性の 3 原則 

・米国持続可能な発展に関する大統領委員会（1995）持続可能性の原則 

・ナチュラルステップ（1997）持続可能性の４つの条件 

・福島武彦（2006）持続可能性の要件 

（各分野）    ・OECD 環境委員会（1993）持続可能な農業の条件 

・持続可能な森林認証（FSC）（1992） 

・持続可能な漁業認証（MSC）（2002） 

・持続可能な観光基準に関する国際パートナーシップ（2008） 

・オレッチニ（2009）エネルギー持続可能性の項目 

上記の文献から、持続可能性の条件を抽出し、持続可能社会が保持するべき共通的な条件を提示した（表1）。最も大

きな項目として、「可逆であること、もしくは代替・修繕できること」「人や活動の基本的なニーズを満たし、発展段階

に応じた上位ニーズを満たすこと」「より安定的であること」の 3 つが挙げられた。 

2）非専門家による「持続可能」用語の用いられ方に関する調査 

持続可能性（sustainability）という概念は、元々は、地球環境や途上国の貧困や開発といった問題に対処するためのキ

ーワードとして専門家によって用いられるようになったが、他方で、「持続可能な」という言葉は、地球環境や途上国問

題とは無関係の場で日常的に用いられており、必ずしも、専門家で共有されている概念がそのままの形で一般社会に浸

透しているわけではないと考えられる。そこで、一般的な「持続可能な」という用語の用いられ方を調査することで、

一般的に持続してほしいと思われている対象を把握し、この認識と、専門家が共有する持続可能性概念との間のギャッ

プを把握することを目的として、社会の中で「持続可能」という用語がいかなる分野で多用されているのかを調査し、

その結果から帰納的に、人々が「持続可能」という言葉に求めている意味や概念、それから持続可能性の要件を同定し

た。 

まず、用語使用頻度の時系列的な傾向を把握するために、新聞記事の中で「持続可能な」という言葉の使用頻度につ 
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表1 持続可能な社会が保持すべき共通条件 

 

 

図3 新聞記事検索の結果 

 

いて調査した。調査した新聞は、英国の Guardian 紙、日本の全国紙、米国の New York Times である。3 国いずれにおい

ても、「持続可能な」という言葉の使用頻度が過去 10 年で増加傾向にあることが分かる（図3）。増加し始める時期には

違いが認められ、1999 年以降に、英国の主流新聞であるガーディアン紙で使用頻度が高まっている。日本でも同時期に

使用頻度が伸びて、その後 2002 年（持続可能な開発に関するヨハネスブルグ会議、WSSD）でピークを打った後、伸び

が収まっている。米国では最も使用頻度が少ないままの状態であったが、2006 年頃から伸び始め、日本に追いつきそう

になっている。このように、3 カ国で 2000 年代に入ってからの状況は異なるものの、一般市民が目にする新聞紙で「持

続可能な」という用語が多用されつつあることは確認できた。 

次に、上記の調査結果に見られたような増加時期の違いの原因を知るためにも、「持続可能な」という用語に付随する

用語の調査を行った。ここでは、「持続可能な...」の...に入る言葉を付随語と呼び、インターネット上での付随語を Google

のフレーズ検索を用いて調査した（表2）。その結果、日本語と英語では、ヒット件数の多い付随語の性質が違うことが

分かった。日本語では、経済、環境、商品、情報、財政、など、経済的側面が強い語が上位に多くランクされていた。

一方、英語では community、agriculture、living、design、forest 等より社会や環境に近い語が多い傾向が見られた。日本に

おける持続可能社会の議論においては、経済面を意識する意味があることを示唆する一方で、人々の関心に同調するこ

とでかえって環境や社会面の持続可能性を損なう可能性があることに注意しなければならないと考えられた。また、日

本語でヒット件数が 1 位の「仕事」については、他の「持続可能（サステナブル）」とは、多少異なり、環境的側面に関

新聞における「サステナブル」関連記事数の経年変化 
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する意味は含まず、単に継続性がある、という意味で多く使用されている可能性が高い。このように、「持続可能な」と

いう用語の意味の解釈によって、選ばれる付随語や使用頻度に違いが出てきたものと推察できる。 

 

表2 代表的な付随語及び日英ヒット数一覧（田崎ら2）より引用) 

*注: 「NIES 分野」は、国立環境研究所 1)の表 37-40 で示した指標分類コード 
NIES分野* 日本語 英語 

コード 分野名 付随語 ヒット数 付随語 ヒット数 
ec-01 国の経済力 経済 1,570,000 economy 948,000 
ec-02 資本と投資 投資 506,000 investment 467,000 
ec-04 国家等の財政状態 財政 823,000 finance 228,000 

ec-06 ビジネスと産業 

ビジネス 649,000 
business 5,930,000 

経営 793,000 
企業 952,000 enterprise 515,000 

オフィス 88 office 123,000 
産業 255,000 industry(ies) 499,000 

リーダーシップ 632,000 
leadership 165,000 

sustainability leadership 208,000 
サプライチェーン 1,740 supply chain 1,010,000 
バリューチェーン 4,090 value chain 129,000 

生産 596,000 production 1,320,000 
商品 1,040,000 product 569,000 
製品 222,000 
市場 734,000 market 240,000 

ブランド 403,000 brand 87,600 

ec-08 
 エネルギー使用 

エネルギー 1,120,000 energy 12,200,000 
電力 305,000 electricity 147,000 

バイオ燃料 16,000 biofuel 86,200 

ec-09 
 運輸（輸送・交通） 

交通 204,000 transport 6,210,000 
運輸 1,370 freight 114,000 

モビリティ 6,680 mobility 857,000 
航空 62,300 aviation 126,000 

ec-10 物質利用 

マテリアル 10,900 
material 187,000 材料 322,000 

原材料 46,800 
鉱物 40,600 mineral 30,700 
容器 13,800 packaging 671,000 
包装 27,900 

ec-11 廃棄物発生と処理 廃棄物 59,600 waste 498,000 
en-01 環境統合指標 環境 1,050,000 environment 1,170,000 

en-05 農業と畜産業 

農業 60,800 agriculture 10,300,000 
アグリカルチャー 7,720 farming 4,200,000 

食料 80,900 food 4,930,000 
食品 239,000 

コーヒー 20,100 coffee 135,000 
カカオ 92 cacao 10,100 
綿 7 cotton 102,000 

パーム油 1,070 palm oil 556,000 
パームオイル 1,010 
レストラン 34,700 restaurant 90,200 

料理 154,000 cooking 42,700 
クッキング 2,310 

en-08 土地利用 国土 74,200 land 1,160,000 
土地利用 106,000 land use 492,000 

en-09 ランドスケープ（景観） ランドスケープ 192 landscape 402,000 
景観 159,000 

en-10 森林 

林業 15,200 forestry 1,130,000 
森林 323,000 forest 1,620,000 
木材 94,300 wood 398,000 
紙 49,600 paper 70,200 

en-14 漁業 
漁業 4,160 fishery 114,000 

シーフード 10,400 seafood 1,050,000 
魚介類 23,300 

en-15 水量 水 626,000 water 3,500,000 
en-17 エコシステム 生態系 230,000 ecosystem 122,000 
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NIES分野* 日本語 英語 
コード 分野名 付随語 ヒット数 付随語 ヒット数 

エコシステム 11,500 
en-21 放射線 原子力 14,900 nuclear 54,000 
en-25 資源 資源 345,000 resource 971,000 

en-26 自然とのふれあい 
観光 20,000 tourism 8,050,000 

ツーリズム 47,700 
旅行 109,000 travel 799,000 

in-05 科学と技術 

科学 124,000 science 67,400 
サイエンス 284 

技術 486,000 technology 734,000 
テクノロジー 60,600 

工学 123 engineering 465,000 
エンジニアリング 1,870 
ケミストリー 11,600 chemistry 183,000 
技術革新 318,000 innovation 416,000 

イノベーション 71,600 

in-08 行政とマネジメント 

デザイン 255,000 design 8,510,000 
設計 215,000 

プロジェクト 152,000 project 210,000 
マネジメント 36,900 management 17,700,000 

so-01 社会統合指標 社会 910,000 society 918,000 
人間開発 22,800 human development 293,000 

so-09 労働 
労働 365,000 work 207,000 
仕事 1,610,000 job 112,000 
雇用 361,000 employment 352,000 

so-17 教育 
教育 284,000 education 194,000 

スクール 7,010 school 164,000 
キャンパス 43,800 campus 171,000 

so-19 文化、余暇、時間 

ファッション 92,000 fashion 717,000 
アート 16,200 art 78,500 
芸術 109,000 
化粧品 42,400 cosmetics 14,900 
イベント 476,000 event 158,000 
文化 494,000 culture 160,000 

so-20 家族・親族 家族 178,000 family 115,000 
家庭 263,000 

so-21 社会とのつながり、責任、参加 コミュニケーション 99,000 communication 47,100 

so-23 住居 

住まい 201,000 home 632,000 
ハウス 21,300 house 419,000 
住宅 168,000 housing 606,000 
建物 278,000 building 5,900,000 
建築物 49,400 architecture 3,380,000 

so-25 サービス・公共施設 インフラ 170,000 infrastructure 364,000 
建設 156,000 construction 1,480,000 

so-26 情報 
情報 1,020,000 information 72,100 

IT 293,000 IT 526,000 
ICT 3,640 ICT 71,400 

so-28 社会保障 社会保障 216,000 social security 217,000 
福祉社会 37,200 welfare 67,600 

so-29 人口変動 人口 205,000 population 259,000 
so-30 平和・不和 平和 52,800 peace 644,000 

z-01 地域発展・まちづくり 

コミュニティ 39,300 community 18,420,000 
地域 912,000 region 48,500 
タウン 2,810 

town 32,800 町 246,000 
まち 270,000 
街 150,000 
都市 54,700 city(ies) 4,850,000 
シティ 36,700 
都市化 35,300 urbanization 69,600 

z-02 ライフスタイル 

ライフ 234,000 life 599,000 
人生 359,000 
生き方 153,000 living 9,250,000 
暮らし 400,000 livelihood 409,000 
生活 975,000  
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NIES分野* 日本語 英語 
コード 分野名 付随語 ヒット数 付随語 ヒット数 

ライフスタイル 196,000 
lifestyle 722,000 生活スタイル 170,000 

生活様式 149,000 
消費 9,830 consumption 929,000 

ショッピング 77,600 shopping 48,200 

z-04 実践・行動 

解決策 330,000 solution 686,000 
行動 831,000 action 116,000 
実践 257,000 practice 220,000 

スタイル 330,000 style 411,000 
z-06 仕組み システム 273,000 system 331,000 

 

表3 持続可能な発展に向けた16の実践活動において提示されている「持続可能性」の要件 

大分類 基準等の件数 

１．環境面の持続可能性があること（可逆であること、もしくは代替・修繕で

きること） 

194 件 

２．社会・経済面の発展ニーズを充足させること（人や活動の基本的なニーズ

を満たし、発展段階に応じた上位ニーズを満たすこと） 

216 件 

３．制度的に目標達成を強化・確保すること（より安定・確実であること等） 180 件 

※具体的な基準等の内容をふまえて、表 1 の表現を改めた。詳細データは表 4 を参照。 

 

さらに、本調査で抽出された付随後の中から活動を意味する取組を選定し、どのような基準・要件・目標（基準等）

を有しているかを確認した。そして、その基準等を「持続可能な発展の要件案」に位置づけ、調査・分析を実施した。

まず、調査結果の中から、具体的な活動が行われている観光、漁業、農業、パーム油、バイオ燃料など、25 の分野にお

ける活動を選定し、それぞれの活動における持続可能となるための要件を調査・整理した（表3、表4）。その結果、持

続可能（サステナブル）な○○という取組を行う際の要求事項として、環境面の持続可能性（可逆であること、もしく

は代替・修繕できること）に関する基準群、社会・経済面の発展ニーズを充足させること（人や活動の基本的なニーズ

を満たし、発展段階に応じた上位ニーズを満たすこと）に関する基準群、制度的に目標達成を強化・確保すること（よ

り安定・確実であること等）に関する基準群の 3 つに大別できた。最初と次の基準群の設定状況から、実践レベルにお

いても「環境保全」と「人間開発」との両立が求められているといえる。また、ハーマン・デイリーの 3 原則（1. 資源

や自然の利用速度はその再生速度以下でなくてはならない、2. 汚染物質の排出速度は環境による浄化速度以下でなくて

はならない、3. 再生可能でない資源や自然の利用速度はその代替・修繕速度以下でなくはならない、の 3 つ）を適用し

ていない取組が半数近くあり、3 原則の理想的な姿を意識しつつも、資源の利用速度や汚染物質等を厳格に規定するの

ではなく、これらの速度をできる限り下げようとするアプローチが現実には多いこと、また、様々な生態系の保全に関

する基準が多いこと等がわかった。 

さらに、持続可能性の評価手法について、ライフサイクルアセスメント分野と環境アセスメント分野の流れをくむ評

価手法についてレビューを行い、今後の持続可能性評価の課題には、評価バウンダリーの設定、複雑な構造の理解、社

会意思決定への評価の位置づけ、ステークホルダーとの熟議、実践的活用があることを示した。 
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表
4 

各
取
組
の
基
準
等
の
要
件
別
項
目
数

3)
 

小
計

合
計

農
業

（
全

般
）

農
業

（
大

豆
）

農
業

（
植
物

油
）

林
業

野
生

植

物
の

採

集
漁

業
養

殖
鉱
業

工
業

材
料

製
品

包
装

エ
ネ

ル ギ
ー

バ
イ

オ
燃 料

交
通

建
築

観
光

ア
パ

レ
ル

イ
ベ
ン

ト
大

学
経

営
投
資

サ
プ
ラ

イ

チ
ェ
ー

ン

取
引

都
市

コ
ミ
ュ

ニ
テ
ィ
ー

6
4

5
2

1
1

1
0

3
7

1
6

1
5

6
8

5
7

1
1

3
3

2
3

91
(4
7%

)

6
5

6
1
8

3
5

4
1

2
7

1
1

2
1

4
3

1
7
0

(3
6
%
)

再
生

資
源

や
自
然

の
利

用
速

度
が

そ
れ
ら
の

再
生
速

度
を
上

回
ら
な
い

1
1

2
1

1
3

4
1

2
1

1
7

(9
%
)

非
再

生
資

源
の
利

用
速

度
が

資
源

利
用

の
代

替
速
度

を
上
回

ら
な
い
こ

1
1

1
1

1
1

1
1

1
9

(5
%
)

廃
棄

物
等

の
排
出

速
度

が
自

然
の

浄
化

速
度

を
上

回
ら
な
い
こ
と

1
1

2
1

1
1

7
(4
%
)

基
本

的
人

権
の
保

護
、
健
康

・
財

産
等
が

損
な
わ
れ

る
状

態
に
な
い
こ
と

2
4

6
5

1
2

2
1

2
6

2
2

1
2

1
3

3
2

4
7

(2
2
%)

公
正

な
労

働
条

件
が

保
証

さ
れ
る
こ

と
6

5
5

6
4

1
8

7
2

1
1

3
4

1
3

7
6
4
(3
0
%
)

地
域

社
会

や
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
に
重

要
な

ニ
ー
ズ

や
価
値

等
が

尊
重

さ
れ
る
こ

2
1

1
0

1
1

5
2

1
8

3
3

1
1

3
1

4
4
7
(2
2
%
)

多
様

な
ニ
ー
ズ
を
複

合
的

に
充
足

で
き
て
い
る
こ
と

1
1

4
5

4
6

2
4

2
3

1
2

1
1

3
7
(1
7
%
)

リ
ソ
ー
ス
・
自
然

等
に
公

平
に
ア
ク
セ

ス
で
き
る
こ
と

2
1

1
1

1
1

2
1

4
1
4

(6
%
)

1
3

3
7

(3
%
)

2
9

9
2
1

3
5

1
5

1
2

1
1

3
3

1
1

3
1

5
1

9
4

2
1
0
2

(5
7
%
)

 
計
画

等
の

策
定

(4
)

(5
)

(2
)

(5
)

(9
)

(1
)

(1
)

(3
)

(2
)

(2
)

(1
)

(1
)

(3
)

(3
9
)
(2
2
%)

実
施

(5
)

(2
)

(2
)

(2
)

(9
)

(3
)

(2
)

(2
)

(1
)

(1
)

(1
)

(3
0
)
(1
7
%)

記
録

・
監

視
(1
)

(7
)

(4
)

(1
)

(2
)

(7
)

(1
)

(2
)

(1
)

(1
)

(2
)

(4
)

(1
)

(1
)

(1
)

(3
6
)
(2
0
%)

継
続

的
改

善
(1
)

(2
)

(1
)

(1
)

(7
)

(1
)

(1
)

(1
4
)
(8
%
)

役
割

・
責

任
の
規

定
(1
)

(2
)

(1
)

(1
)

(1
)

(6
)
(3
%
)

管
理

能
力

・
意
識

の
向

上
(1
)

(1
)

(1
)

(4
)

(1
)

(6
)

(1
4
)
(8
%
)

3
3

1
8

3
2

1
2

1
1

1
2

3
3
1

(1
7
%
)

2
1

6
1

3
1

9
1

3
7

1
3

1
6

1
1

4
7

(2
6
%
)

法
令

遵
守

等
(2
)

(1
)

(6
)

(1
)

(1
)

(1
)

(3
)

(1
)

(2
)

(2
)

(1
)

(6
)

(2
7
)
(1
5
%)

社
会

の
持

続
可
能

な
発
展

に
係
る
リ

テ
ラ
シ
ー
を
高

め
る
こ
と
（
教
育

・
啓

(6
)

(4
)

(1
0
)
(6
%
)

そ
の
他

（
対
話

・
参

加
、
投
資

な
ど
）

(2
)

(1
)

(3
)

(1
)

(1
)

(1
)

(9
)
(5
%
)

2
2

3
9

4
4

8
6

1
4

2
7

1
0

5
1

1
3

8
1
3

3
4
1

8
1
0

3
2

1
2

1
3

2
9

1
3

2
2

9
3
8

1
2

2
1

5
9
0

5
9
0

※
括

弧
内

の
数

字
は

内
数

を
表

す
。

合
計

項
目

数

２
．

社
会
・

経
済
面

の
発
展

ニ
ー
ズ

の
充
足

基
本

的
ニ
ー

ズ
の

充
足

(5
1%

)

2
1
6

よ
り
高

度
な

ニ
ー
ズ

の
充

足

(4
5
%
)

そ
の
他

（
行

動
選

択
の
幅

が
広

い
こ
と
、
多

様
性
の

確
保

）

３
．

制
度
的

に
目

標
達

成
を

強
化
・

確
保
す

る
こ
と

等

コ
ン
ト
ロ
ー
ラ
ビ
リ
テ
ィ
を
高
め
る
基
準

1
8
0

未
然

防
止

や
予

防
的
対

応
に
関

す
る
基

準

そ
の
他

１
．

環
境
面

の
持
続

可
能
性

の
確
保

効
率

的
な
資

源
利

用
あ
る
い
は

環
境

負
荷

の
低
減

に
関
す
る
基

準

1
9
4

自
然

環
境

・
生

態
系

の
保
全

に
関
す
る
基
準

D
al
yの

三
原

理
(1
7
%
)

地
域

第
一

次
産
業

関
連

第
二
次

産
業

関
連

第
三
次

産
業

関
連

経
営

全
般
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3）国の持続可能性を計測するための指標体系開発 

上記 2）で得られた持続可能姓の要件を前提条件とし、また、本プロジェクトのサブテーマ 2 及び 3 からのインプッ

トも得て、本プロジェクト独自の指標体系を構築した（図4）。 

横軸には、環境・経済・社会・個人の 4 部門、縦軸には、フロー指標としての「達成目標」、持続的にフローを生み出

す基盤としての「資本ストック」、そして両者をつなぐ「効率」「公正」的な利用を位置づけた。 

また、この指標体系にて評価される日本社会の水準を計測するために、4 部門×3 段階＝12 種類のカテゴリーを代表

しうる指標候補を 40 項目選定し、実際の日本のデータを収集し、過去から現在までのトレンドを分析した。また、2 項

目間でなんらかの関係が期待されるものについては、相関関係を調べた。その結果、例えば、国内総生産（GDP）が成

長しても個人の満足度が減り完全失業率が上昇し、GDP 当たりの財政赤字が膨らんでいること、環境基準達成度と個人

の自然とのふれあいの機会は、過去から現在にかけて改善方向にあることなどが示された。これらの関係性からは因果

関係は特定できないものの、各指標が他の指標と関係しあっていることを示している。過去のトレンドの中で望ましく

ない関係性が見つかったものについては、望ましい関係性となるような対策が求められることになる。 

4）日本の持続可能性を計測するための指標選定 

上記図4に示した持続可能性指標体系を用いて、日本の健全さや真の豊かさを測るための指標選定を行った。指標選

定においては、以下の 2 つの点に注意した。 

・資本/ストック（図4の下方）と達成目標（図4の上方）に分類される多種類の価値の中で、大切なものは何か。自

然景観や安心・安全など、測りにくいものをどのように計測するか。 

・資本/ストックと達成目標との間の矢印をどのように測るべきか。これらが連環して相互に関わっている中で、何に

注目すべきか。 

国全体として健全に機能する方法として、2 種類の社会を想定した。以下の 2 種類の社会は対照的なものだが、どち

らかが望ましいということではなく、どちらでもうまく回れば持続可能な社会となりうるものである。どちらも同様に

望ましいということが伝わるようなネーミングを考えた結果、以下の 2 つとなった。 

図4 国の持続可能性を計測するための指標体系 

環境面での
達成目標

達成目標

可能な限りストックを減
耗させずに、またより公
正な手続きでより多くの
達成目標を得る

資本/ストック
人間活動を支えるも
の。減耗しないよう
計測することが目的

環境面での
資本/ストック

経済面での
達成目標

経済面での
資本/ストック

個人面での
資本/ストック

個人社会環境

目指すべき将来ビジョ
ンへの到達度を計測
することが目的

経済

社会面での
達成目標

社会面での
資本/ストック

・人材
・貯蓄
・住居／家財
・友人ネットワーク

個人の充足
・心身の良い健康

状態
・ワークライフバラ

ンスがとれている
・チャンス／希望が

ある

・バイオキャパシティ
（森林・漁業資源等）

・水資源量
・エネルギー資源量
・非エネルギー資源量

・産業基盤／イン
フラ

・金融資産

・規範・文化
・信頼
・福祉等の公共

施設

・環境質の保全
・再生可能エネル

ギーの利用割合

・経済価値の
創出（GDP）

・安全
・愛着／コミュニティ
・人々のふれあいと

感謝

・教育

・資源生産性

・環境負荷の小
さい食糧生産
など

・セーフティ
ネット／公共
サービス

・GHG排出量
/GDP

・適正な雇用

・参加

・統治／
ガバナンス

・政府債務残高
/GDP

・土地利用 ・年金

・自然との
ふれあい

・経済生産性

・公的資産（税収）

・CSR

・適正な分配
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【ゆたかな噴水型社会】 

この社会では、日本のあらゆる資本、すなわち環境資本、経済資本、社会資本、個人資本、を効率的に用いて、高い

経済成長につなげていく。高い生産性の結果、人々が利用できる経済フローの総量が増えることになる。増加した経済

フローは、これ自身が経済的豊かさを生み出していることを示すが、それだけでなく、他の目標（環境、社会、個人）

の達成度も高めるのがこの社会の特徴である。また、その一部は資本の充実に宛てられ、資本が減耗することがないよ

う配慮され、その結果、この社会は、永続的に存続できる。 

このような社会に至るポイントは、資本が効率的に利用されること、高い経済成長に確実に至ること、達成された高

い経済成長が必ず経済分野以外の目標達成を推進し、資本の保全に有効に宛てられること、である。このような社会へ

の発展状況を具体的に指標で測る際には、次の点に注意する必要がある。 

a. 資本が効率的に利用されること: 4 つの効率・公平性指標のうち特に効率性を測っている指標の動向に注目。 

b. 高い経済成長に確実に至ること: 高めの GDP 成長を確保。 

c. 達成された高い経済成長が、資本ストック保全に有効に宛てられること: GDP あたりの各資本量を計測し、これら

が改善される政策をとること。 

a～c の状態を計測するための指標群を選定した結果を表5に示す。これらの指標が妥当な水準にあれば、日本はゆた

かな噴水型社会に向かって順調に進んでいるということになる。 

 

【虹色のシャワー型社会】 

この社会では、日本の構成主体がそれぞれの役割を担いながら、資本の形成に一助をなしていく。つまり、高い経済

成長を維持して資本ストックを増大させていくのではなく、ソーシャルネットワークなど人々の相互支援で補うアプロ

ーチである。健全な形で蓄積された各種の資本は、社会の構成主体（人間のみならず、環境や動植物などすべての構成

主体を含める）に公平に分かち合われ、それぞれに有効に活用されることで多様な目標実現を可能にする。この社会は、

健全な資本を保全することを確保したうえで目標達成をするので、永続的に存続できることになる。 

このような社会に至るポイントは、達成状態の多様性が尊重されること、それらの達成に向け、多様な資本の維持が

（経済的目標達成よりも）優先されること、存在する健全な資本が、必ず、社会のすべての構成主体に公平に分かち合

われ、多様に活用されることである。このような社会への発展状況を具体的に指標で測る際には、次の点に注意が必要

となる。 

a. 達成状態の多様性がある: 特に環境面、社会面、個人面の数字を高く維持。 

 

表5 ゆたかな噴水型社会を目指す場合に注目すべき指標群（特に赤字部分） 

社会を構成する 
4 つの側面 環境 経済 社会 個人 

達成状態 ・再生可能エネルギー普及

率（水力含まない） 

・環境基準達成率 

・GDP（実質） ・民間企業の管理職に占

める女性割合 

・一般刑法犯検挙件数

（ネガ指標） 

・一人当たり余暇時間 

・健康寿命  

効率性 

／ 

公平性 

・温室効果ガス排出量 
/ GDP 
 
・自然へのアクセスのよさ

に関する地域間格差 

・GDP あたり政府債務

残高（ネガ指標） 

・完全失業率（ネガ指標）

・非財務報告書の発行企

業数 

・衆議院得票率 

・成人になるまでの一人

当たり教育支出 

・相対的貧困率（ネガ指

標） 

資本 

 

・ 自然資本 

・海洋食物連鎖指数

（Marine Trophic index） 

・民間総資産額 

・生産された資本 

・介護施設数 

・社会貢献意識のある人

の数 

・人口 

注: ネガ指標とは、値が小さくなるほど望ましい方向に向かうと評価できる指標 
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表6 虹色のシャワー社会を目指す場合に注目すべき指標群（特に赤字） 

社会を構成する 
4 つの側面 環境 経済 社会 個人 

達成状態 ・ 再生可能エネルギー普

及率（水力含まない） 
 
・環境基準達成率 

・GDP（実質） 
 
 

・民間企業の管理職に

占める女性割合 
 
・一般刑法犯検挙件数 

・一人当たり余暇時間 
 
・健康寿命  

効率性 

／ 

公平性 

・温室効果ガス排出量 
/ GDP 
 
・自然へのアクセスのよさ

に関する地域間格差 

・GDP あたり政府債務残

高（ネガ指標） 
 
・完全失業率（ネガ指標）

・非財務報告書の発行

企業数 
 
・衆議院得票率 

・成人になるまでの一人

当たり教育支出 
 
・相対的貧困率（ネガ指

標） 

資本 ・ 自然資本 

・海洋食物連鎖指数

（Marine Trophic index） 

・民間総資産額 

・生産された資本 

・介護施設数  
 
・社会貢献意識のある

人の数 

・人口 

注: ネガ指標とは、値が小さくなるほど望ましい方向に向かうと評価できる指標 

 

b. 多様な資本の維持が（経済的目標達成よりも）優先されること: 各資本ストック指標が下がらないようチェック。 

c. 存在する健全な資本が、必ず、社会のすべての構成主体に公平に分かち合われ、多様に活用されること: 4 つの効率・

公平性指標のうち特に公平性指標に注目。 

a～c の状態を計測するための指標群を選定した結果を表6に示す。これらの指標が妥当な水準にあれば、日本は虹色

のシャワー型社会に向かって順調に進んでいるということになる。 

（2）まとめ 

以上の研究を通じて、持続可能な社会の定義や概念を再整理し、一般的な用語の使用における概念とのギャップを明

らかにした。また、この結果から日本を対象として持続可能な社会のビジョンを提示するとともに、そのような社会に

至ることを目的として計測すべき指標群を提案できた。 

今後に残された活動としては、本研究によって選定された指標に関して実際に日本のデータを収集し、過去から現在

までのトレンドを確認するとともに、将来持続可能な社会を日本国内で構築していくために目指すべき目標を、指標ご

とに設定し、そこに向かっているかどうかの確認をモニターしていくことが挙げられる。日本国内への実践がこれから

の課題となろう。 

 

2.1.2 社会・経済活動に関するストーリーラインの構築（サブテーマ2） 

システム思考やシナリオプランニングの考え方を基礎として、わが国の中長期的な社会・経済活動に関するストーリ

ーラインを構築する。ドライビングフォースである社会・経済の側面について、生産活動を中心に将来シナリオを記述

した結果は、将来シナリオに対応した持続可能社会への転換に向けた方策を検討・評価するために用いられる。そのた

めに、1）シナリオ構築手法を整理し、2）持続可能な社会に向けた発展の目標を具体化した上で、3）2 つのシナリオの

方向性を示すとともに、4）その実現方策として自治体の総合計画を持続可能な発展の目標の観点から評価する研究に取

り組んだ。 

（1）背景と目的 

低炭素社会や循環型社会を実現するため、その将来像と到達経路をシナリオとして提示し、実現施策の検討に用いる

研究に取り組んできた。しかし、地球温暖化対策の中期目標検討委員会において定量的なモデルを用いる際に、社会経

済活動がトレンドや成長目標に沿って与えられるなど、持続可能な社会の実現に向けて社会経済活動が転換する場合の

選択肢を提示できないという問題点があった。具体的には、経済成長率の設定において年率 1%または 2%といった違い

を設けたシナリオは多くあるものの、ゼロ成長またはマイナス成長を設定したシナリオは政策検討の選択肢としてはほ

とんど利用されてこなかった。持続可能な社会に向けた転換を実現するためには、ゼロ成長等を設定したシナリオも排
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除することなく幅広く議論し、経済成長に依らない魅力的な代替シナリオを提示する必要があると考えられる。 

こうした中、中央環境審議会地球環境部会中長期ロードマップ小委員会のマクロフレームワーキンググループは、2050

年までのわが国のマクロフレームを検討し、経済成長志向、自立性志向、余裕志向の 3 つの発展の方向性を挙げ、もの

づくり統括拠点社会、メイドインジャパン社会、サービスブランド社会、資源自立社会、分かち合い社会の 5 つの社会

像を提示している。このうち、分かち合い社会は、GDP が現状維持または低下し、従来の経済指標に現れない価値を重

視することを想定した社会である。また、近年、GDP による発展指標の見直しの動きが活発になっており、幸福度指標

やグリーン GDP 等の検討が行われている。しかし、経済成長に代わる望ましい評価軸は必ずしも明らかではなく、積

極的に目指しうる社会経済活動の方向性が確立されているとはいえない状況にある。 

これらの背景を踏まえて、わが国が持続可能な社会に転換するシナリオを構築する第一段階として、持続可能な社会

を目指した場合の社会経済活動の将来像を記述する叙述シナリオの作成を試みる。次の段階で定量的なモデル化を行う

際に、トレンドや成長目標と異なる社会経済活動の設定を取り込むための根拠あるいは考え方を提供することを目的と

する。また、この枠組みを用いて、総合計画の評価を行う。 

（2）手法 

シナリオとは、現在の意思決定に資するために作られる、将来起こりうるストーリーである。定性的な叙述シナリオ

とそのストーリーを説明する定量的な数値を併せ持つことが一般的である。本サブテーマでは、そのうちの定性的な叙

述シナリオの構築を対象とする。一般的なシナリオ分析の手法では、まず、社会を動かす駆動力として、社会経済的活

動の要素をリストアップし、不確実性の大きさおよび影響の大きさを軸とした整理を行う。次に、不確実性および影響

の大きさがともに大きい要素を、シナリオを左右する要因として選択する。たとえば、技術発展による経済成長や、グ

ローバル化による交易量増加などが要因として選ばれる。しかし、技術発展による経済成長やグローバル化による交易

量増加の反対側に位置するシナリオの魅力が必ずしも相対的に高くない点が問題である。また、グローバル化による交

易量増加等、それ自体が社会を動かす駆動力とは断定できない要因が含まれうる点も問題である。 

そのため、社会が目標とする「発展」の中身について整理し、その発展の方向性を、社会を動かす駆動力およびシナ

リオを左右する要因として選択することとした。その場合、たとえば、技術発展やグローバル化、交易量増加は、い

ずれも経済成長を目標とするシナリオの一部として整理されることとなる。なお、本サブテーマは、持続可能性に配

慮した場合の社会経済シナリオを選択肢として提示することを目指している。そのため、経済成長を中心とした発展

の目標と、持続可能な発展に資する目標の双方を念頭に置いて、社会の発展の目標を整理する。 

次に、GDP 成長に向かうシナリオと GDP 成長に代わる目標に向かうシナリオの 2つを基本的な枠組みとして与え、

グループインタビューやワークショップ形式での検討を行い、叙述シナリオの構築を試行する。また、環境モデル都市

23 都市の総合計画から基本目標等に相当する見出し語を抽出・分析し、目標全体に占める各持続可能な発展の目標の割

合を評価する。 

（3）結果と考察 

1）社会経済シナリオの構築方法 

シナリオを左右する要因として社会の発展の目標を用いることとした。次に、多様な社会の発展の目標を整理し、

シナリオ構築の枠組みを検討した。 

気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の SRES シナリオでは、将来の発展の方向性として「A.経済発展重視」

か「B.環境と経済の調和」かの軸と、「1.グローバル化の進展」か「2.地域主義的な発展」かの軸が挙げられ、それ

ぞれを組み合わせた A1、A2、B1、B2 の 4 つの社会像を基本としたシナリオが提示されている。低炭素社会 2050 シ

ナリオは、望ましい将来像のベースとなる考え方の軸として「社会変化のスピードが早い社会」か「ゆったりした社

会」かを挙げ、社会の豊かさを「技術による革新で得る」か「自然から得る」か、時間の使い方について「時間を個人

の目的のために主に利用する」か「コミュニティの活動により多くの時間を使う」か等と組み合わせて、「A.活力社会」

と「B.ゆとり社会」を設定した。これらに対して、シェルのグローバルシナリオ 2025 は、世界情勢の大枠を左右する要

因として、安全（国家）、効率（企業）、コミュニティ（市民）の 3 つの要因を挙げている。これらのすべてを同時に
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満足させることはできないとして、どの二つを重視するかが世界の方向性を決めるとした。 

これらの既存のシナリオにおける将来社会像には、類似点も多く見られる。しかし、発展の方向性に軸を設定して、

反対側に対立する要因を挙げる場合や発展の度合いに差を付ける設定とする場合には、描かれる将来像は極端なもの

となり、第二あるいは第三、第四の将来社会像が十分に魅力的な望ましい社会像とはならないおそれがある。すなわち、

将来シナリオを記述するに当たって取り上げるべき要因を並列的に挙げ、それぞれにおいて重視するものの組み合わ

せの違いがシナリオを左右すると位置づける手法の方が、持続可能社会への転換を可能とする魅力的な将来像を提示

するためには優れていると考えられた。 
2）持続可能な社会に向けた発展の目標 

社会が目標とする発展の方向性について整理を試みた。GDP が効用を代表する指標であるとする立場がある一方

で、GDP に代わる多種多様な発展の指標や目標が検討されている。 

GDP を基本としてその修正を図る手法の代表的な事例に、国民経済計算から出発した Index of Sustainable Economic 

Welfare（ISEW）や、その発展形の Genuine Progress Indicator（GPI）がある。非市場価値を貨幣換算し、消費等支

出に加えるとともに社会的・環境的な損失や費用を差し引いて求める指標である。なお、国連環境計画（UNEP）では、

グリーン経済を、環境リスクと生態学的劣化を大幅に低減しつつ、人間の健全さと社会の公正さをもたらすものと定義

し、より広範な内容への拡張を志向している。 

発展の内容をより包括的に幅広く検討する手法の代表的な事例として、国連開発計画（UNDP）の HDI（Human 

Development Index）やスティグリッツらのレポート 4) に基づく経済協力開発機構（OECD）の Your Better Life Index

（より良い暮らし指標）、ブータンの Genuine National Happiness（GNH）、Happy Planet Index（HPI）等が挙げ

られる。いずれも、個人の生活の質（Quality of Life: QOL）や幸福度に重点を置きつつ、持続可能性についても考

慮するものである。関連する国内研究として、諸富ら 5)は、主観的幸福を支える客観的条件のうち、自然資本、社会関

係資本、人的資本の 3 つに着目して概念整理を行い、主観的幸福との関連を解明している。同時に持続可能性指標をめ

ぐる議論について整理し、指標の領域として、第 1 に GDP、第 2 に余暇活動、非市場労働、国富等を含む経済的福祉、

第 3 に環境、健康、教育等の貨幣換算できない生活状況、第 4 に家族・友人との対人関係や地域的な紐帯といった社

会的な結束や労働・生活等に対する主観的な満足度を含む幸福の 4 側面が重要であるとした。幸福度に関する研究

会は、内閣府経済社会総合研究所の調査等に基づき、幸福度指標試案として、主観的幸福感を支える社会経済状況、心

身の健康、関係性の 3 つを柱とし、これに持続可能性を加えた指標群を提案している。 

持続可能性に関する議論では、環境、経済、社会のトリプルボトムラインを基本とするものが多くみられる。また、

これらを統合する制度を加えた 4 分類を持続可能な発展の構成要素とする考え方があり、これに沿って持続可能性指

標を体系的に整理したデータベース 6 ) が構築されている。その一方で、低炭素、循環型、自然共生、安心・安全とい

った環境的側面に重点を置いて持続可能性の評価を試みる例もある。こうした中で、持続可能性指標の一種であるコ

ンパス 7 ) は、方位になぞらえて環境（N=Nature）、個人（W=human Welfare）、経済（E=Economy）、社会（S=Society）

を評価の対象としている。これは、自然資本が人工資本と人的資本の基盤となり、これが社会資本と人的資本を支え、

さらに幸福を構成するとした「ハーマン・デイリーのピラミッド」を基にしつつ、各資本を並列に置き換えることで、

人間中心に偏らない形を目指したものである。 

これらのいずれのアプローチにおいても、社会の発展の目標として、包括的な内容に到達しつつある。基本的に、

経済、社会、生活の質等からなる幸福度と、経済、社会、環境等からなる持続可能性とを兼ね合わせており、社会の「持

続可能」な「発展」の方向性を表しているとも言えよう。これらを踏まえて、環境、個人、経済、社会の 4 分野の健全

な状態が社会の発展の目標となると考えた。先のコンパスを元に、持続可能性と発展を構成する 4 分野の関係を整理し

たものを、図5に示す。なお、日本科学未来館の 2011 年夏からの常設展示「2050 年くらしのかたち」においては、環

境、個人、もの、社会が指標の分野に挙げられている。 
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次に、社会の発展に関する多種多様な目標と 4 分野との対応関係を確認するため、目標のうち特徴的ないくつか

の例を 4 分野に沿って整理した結果を表7に示す。なお、具体的には、各種の社会の発展の目標例を 4 目標に当て

はめて整理した表をベースに、多様な分野における多面的な整理を試みた事例を折に触れて追加修正し、作図の際

には冗長さを避けるため、4 分野の包括性について確認する観点から必要な特徴的なものを残した。その内容を見る

と、たとえば、4 分野による整理は、GNH よりも広く、HDI や内閣府幸福度指標試案に相当する範囲をカバーしてい

る。一方で、より良い暮らし指標は、4 分野いずれもカバーしているが、環境以外の項目が数多く挙げられている。

また、シェル・グローバルシナリオ 2025 は、社会を左右する力に企業の立場から着目しており、個人や環境に関する

項目を挙げていない特徴がある。資本アプローチは、ほぼ対応する 4 つで構成されているが、生産のための資本が減

耗しないことに着目しているため、定量評価が確立していない目標の保全が後回しにされる懸念がある。このように、

各種の発展の目標はその作成主体の関心や目標自体の目的によって挙げられる項目の内容や数に違いがあるものの、

先の 4 分野は多種多様な目標を概ね包括していると考えられる。 

社会の発展の目標として 4 分野の健全性を挙げたが、各分野の中に含まれうる内容は多種多様である。そこで、具体

的な内容をできるだけ誤解無く共有するために、それぞれを構成する項目について検討・整理した。その際、持続可

能性指標のコンパスにおける定義 8)を基本とし、またその日本への適用事例といえる JFS 持続可能性指標の項目 9)を

参考とし、表7の整理が容易になるように各分野をできるだけ漏れなく重なりなく説明する観点から、少数の項目に集

約した。各 3 つずつの項目の定義を試みたものを図6に示す。たたき台をもとに、地域持続可能性指標の開発や叙述シ

 

図5 持続可能性と発展と4分野の目標 

 

 

表7 各種の社会の目標等の4分野に沿った整理 

 個人 社会 経済 環境 

資本アプローチ 人的資本 社会関係資本 人工資本(経済資本) 自然資本 

ブータンの GNH の柱  伝統文化の保全と促進,
良い政治 公正な経済発展 自然環境の豊かさ

UNDP の HDI 健康･寿命, 
知識･教育  経済･生活水準 (持続可能性) 

WHO 等の健康 身体的,精神的 社会的   

OECD のより良い暮らし

指標 

教育と技能,ワーク･ライ

フ･バランス,(生活満足

度),健康 

生活の安全,ガバナンス,
社会とのつながり 

所得と資産,雇用と

報酬,住居 環境 

内閣府の幸福度指標試案 心身の健康 関係性 経済社会状況 (持続可能性) 

シェル・グローバルシナ 
リオ 2025 のドライビング

フォース 
 国家(安心･安全),市 

民社会(連帯感と公平)
市場 

(効率的な経済活動)  
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ナリオの構築、環境自治体会議参加自治体の視点からの見直し作業を繰り返した。分野名のみに比較して、具体的な項

目を示すことで分かりやすくなったと考えられる。 

具体的には、個人の健全性については、コンパスでは、平均余命、教育到達度、自殺率および主観的な満足度等で計

測される、人間個人の健康、知的能力および満足度と定義している。このうち主観的な満足度については、多様な目標

に対する反応を極めて幅広く含むことから、社会の直接的な目標として重視することは不適切と考え、精神的な健康に

含めた。また、WHO による健康の定義を参考とした。こうした作業の結果、個人の健全性について、身体的に健康

な状態で長生きできること、精神的に元気で自由な日常生活を送れること、能力を身につける機会や生きがいのある

人生を得られることの項目を抽出した。なお、身体的健康は環境の質を介して環境分野にも関連するため、図6中の点

線でその関連を示した。 

社会の健全性については、コンパスでは、投票率、人権対策、犯罪、結婚・離婚、社会関係資本および市民社会で計

測される、政府、社会および家族の健全性と定義している。ここでは、社会関係資本の構成要素として挙げられる社

会的規範、信頼、ネットワークと、より良い暮らし指標に挙げられる安全、ガバナンス、つながり、および GNH に

含まれる伝統や文化に着目した再整理を行った。こうした作業の結果、社会の健全性について、基本的人権や公正と

いった世界的に重視される社会的規範が確立していること、歴史や文化に基づく愛着や誇りを持てるコミュニティに所

属すること、社会参加に基づくガバナンスが機能していることを抽出した。なお、家族については、単身世帯が増加す

るとともに家族の形態が多様化していることから、コミュニティの一種ととらえた。なお、社会的規範については個

人の健全性への関連が比較的強いと考えて、図6中の点線で示した。 

経済の健全性については、コンパスでは、生産総量、材料の効率性、雇用、インフレ、通貨安定、公平な収入、技術

革新等による生産性、効率性および有効性で計測される、モノやサービスを生産する人間活動と定義している。JFS

持続可能性指標では、財政に加えてエネルギー、資源生産性、食糧、国際協力を挙げているが、環境的な性質も強いた

め経済の健全性の目標としては不適切と考えた。ここでは、生産性に関する項目を GDP に集約し、インフレや通貨

の安定に関する項目を財政や金融の均衡とし、収入の公平性や働きがいのある人間らしい仕事（decent work）を分配

と分類した。なお、均衡は社会の健全性と、分配は個人の健全性とそれぞれ関連するため、図中の点線で示した。 

環境の健全性については、コンパスでは、利用可能な水、気候への脅威、資源消費および汚染の負荷と排出等で

計測される、主要な生態系、生物・地球物理学的循環および天然資源に関する持続可能な管理と定義している。ここ

では、第四次環境基本計画等が挙げている「低炭素」、「循環」、「自然共生」、「安全」に着目した再整理を行った。その

作業の結果、鉱物や資材等の資源循環、気候安定化に資する非再生可能エネルギー資源の中長期的な利用・管理、生物

多様性と生態系の保全に集約した。なお、安全については、身体的な健康や不安に関する部分は個人に、社会的規範に

関する部分は社会に含まれると整理した。 

 

図6 社会の発展の目標の分野と項目 

人生の質（選択機会、能力開発、記憶）
生活の質（自由時間、元気、安心）
身体的健康（平均余命、環境質）

社会的規範（人権、公正、国際協力）
対応力（統治、安全、参加、信頼、協働）
コミュニティ（互助、地元愛、歴史・文化）

分配（貧困、適正な雇用）
均衡（財政、金融、インフラ）
GDP（生産性、購買力）

資源（鉱物、材料、循環）
エネルギー（気候）
生態系（生物、遺伝子、水、土地、窒素）

個人

社会

経済

環境

(QOL)

持
続
可
能
な
発
展
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各分野の既存体系と多種多様な目標に着目した再整理を繰り返し行うことで、現時点での包括的な項目を抽出する

ことができたと考えている。しかし、時代や利用目的および作成主体に応じたよりよい社会の発展の目標とその分類

が存在するものと考えられるため、見直しを行うことは重要である。 
3）2つのシナリオの方向性 

社会経済シナリオを左右する要因として、社会の発展の目標となる 4 分野を抽出した結果を踏まえて、叙述シナリ

オを構築する枠組みを検討した。目的に鑑みて、トレンドや成長目標に沿って GDP 成長を重視するシナリオと、それ

に代わって持続可能な発展に向かうシナリオの 2 つを社会経済活動の基本シナリオとして与えることとした。 

GDP 成長を重視するシナリオに対立する形のシナリオを想定するならば、環境重視、社会重視、個人重視のシナリ

オがいずれも候補となる。同様に、2 つあるいは 3 つの分野に絞って重視するシナリオも候補となりうる。ここでは、

経済発展重視に対して、他分野の発展が相対的に重要になり、全体に調和した発展に向かうことを想定した。また、持

続可能社会への転換を実現するためには、環境と経済の両立だけでなく、社会的側面や個人の生活の質を加えた包括性

に優れた目標を満たす魅力的な社会を提示することが役に立つと考えた。 

図 7 に、現状における 4 目標分野の達成度を概念的に示し、これとの相対比較として、将来の GDP 重視シナリオと

持続社会シナリオにおける 4 分野の達成度を各々模式的に示す。GDP 重視シナリオは発展の中心を経済の健全性にお

きつつ他分野の健全性を保つのに対して、持続社会シナリオは発展の中心を個人、社会、環境の健全性におきつつ経済

の健全性を保つ点が相違点である。2 つの基本シナリオは、対立的な極端なシナリオではなく、独立の軸あるいは軸の

正反対に属するものでもないものとした。その代わりに、持続社会シナリオにおいても、将来世代のニーズを損なわ

ずに現世代のニーズを満たすといった持続可能性の条件に合致するシナリオとはなっていない。ただし、この社会経

済シナリオでは、持続可能性の条件に合致させるために必要となる追加的な対策の導入量が少なくて済む可能性があ

る。なお、GDP が成長しなくても財政・金融の健全化や分配の格差小といった項目の改善により、経済の健全性が向

上することも考えられる。また、さらに、この 2 つの基本シナリオにもとづきつつ持続可能性の条件に合致するシナリ

オとして「ゆたかな噴水型社会」と「虹色のシャワー型社会」を設定した。 

これらの枠組みを踏まえて、社会経済活動に関する叙述シナリオを試作した。社会経済活動の要因のうち、経済成長

と直結する生産活動の姿を明らかにすることに重点をおくこととした。技術分野に強みを持つ横断型基幹科学技術研究

団体連合（横幹連合）の研究協力を得て、技術革新・普及と経済活動および産業動向を中心とした検討を行った。1 時

間弱での目的と位置づけの共有に続けて、約 2 時間のグループインタビューを 3 名ずつ 2 グループに分かれて行った。

2 グループに分けることで、他者の意見に触発されつつ一人あたりの発言時間を十分に確保し、限られた時間内で多く

の貴重な意見を集めることを目指した。また、最後の全体議論でグループ間の共通点と相違点を相互に把握することで、

意見の妥当性を判断する材料をできるだけ多く得ることを目指した。インタビューの質問項目は、「わが国が GDP（安

定）成長を 2050 年まで目指す場合の技術、産業、経済の展望」と、「わが国が持続可能な発展を 2050 年まで目指す

場合の技術、産業、経済の展望」とした。 

 

    
図7 社会の目標の達成度が異なる基本シナリオの設定 
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結果をとりまとめ、生産活動に関する叙述シナリオの要約表を図8の形式で試作した。主要なキーワードは四角、そ

の他具体例等は楕円で示した。要約表のキーワードを分かりやすく文章化することで、叙述シナリオのあらすじを作成

することができる。また、要約表について報告と改訂を行う会合を別途開催し、議論を行った。要約表については、良

くまとまった整理であり、理解が進んだとの評価が得られた。ただし、芸術・文化的な創造的な活動を追加した。また、

将来のライフスタイルや都市のありようを明らかにすることが重要との指摘を受けた。 

わが国の産業と経済の大きな動向として、モノの生産からインフラシステムの整備、さらにはサービスの供給へと向

かいつつあることが指摘された。この動向は、図の左側の GDP 重視寄りから右側の持続社会寄りへの両シナリオにま

たがる変化でもある。すなわち、GDP 重視シナリオの場合は移行の程度と速度が小さく、持続社会シナリオの場合

は移行の程度と速度が大きいと考えられる。インフラシステムには、発電から送電・配電に至る電力システムや水の浄

化から供給・下水処理に至る水システム、鉄道や道路の建設から運行管理に至る交通システム、工場設備の建設から

材料や労働力の調達や製品の流通・販売に至るものづくりシステム等があてはまる。そのために、ファイナンスやデザ

イン、マネジメント、ICT（情報通信技術）といったシステム技術が鍵を握る。 

一方で、GDP の安定成長を重視する場合には、大量に生産されるボリュームゾーンのものづくりが変わらず重要

であることが指摘された。そのためには、わが国が強みを有しており、これからますます必要性が増す浸透膜や建築材

料、炭素繊維といった素材技術の研究開発を促進することが重要である。 

他方で、個人、社会、経済、環境の調和を重視する場合には、モノではなく地域や生活のニーズに応じたサービスを

介して価値を提供することが重要であると指摘された。また、規格品を押しつけるのではなく現地にカスタマイズす

ること、同時に半歩先の価値を提供していくことが重要である。国内では、医療等の生活ニーズ、農業等の地域ニーズ

に対応する産業が重要と指摘された。また、知恵や文化、芸術から生まれる価値が拡大する可能性があるため、こう

した技術の継承が重要である。 

また、同様の方法により、将来シナリオを叙述するワークショップ形式の議論を他に 2 度開催した。特に、労働時間

と賃金に関係する働き方や、国内外での日本文化の強みの生かし方について議論を深めることができた。さらに、これ

らの知見を総合して、研究メンバー等で議論を行い、「ゆたかな噴水型社会」と「虹色のシャワー型社会」の 2 つの社会

像についての具体的な叙述イメージを表 8 の通り記述した。双方の社会における生活イメージに加えて、サブテーマ 1

の指標群やサブテーマ 3 の定量的な評価結果とあわせて、アウトリーチ用のパンフレットを作成した。 

 

図8 生産活動に関する叙述シナリオ要約表
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4）総合計画に関する目標の観点からの評価 

環境モデル都市 23 都市の総合計画における基本目標等を対象として、それぞれ 4～6 個程度の見出し語を必要に応じ

て 2～3 個の要素に分解し、具体的に定めた持続可能な発展の目標の 4 分野 12 項目との対応付けを行うことで、目標全

体に占める各項目の割合を評価した。図9に示す通り、社会や個人の目標に比較して、環境の目標の割合が低い傾向に

あり、8 都市において環境の目標が見出し語に採用されていないことが分かる。 

念のため、見出し語の下に含まれるより詳細な説明文を含めた分析を行った。図9右に示す通り、依然として環境の

目標が占める割合は相対的に低く、2 都市では環境の目標が含まれないことが分かる。 

自治体の目標においては、個人の生活の質の向上や社会面が挙げられやすい傾向にあるものの、持続可能な社会への

表8 2つの社会像の具体的なイメージ 

ゆたかな噴水型社会  虹色のシャワー型社会 

経済成長志向・効率重視社会 自立・余裕志向、多様性寛容社会 
≪拡大・成長志向≫ 1次（大規模6次産業）・2次（自動車・イ

ンフラシステム）・3次産業（金融・観光・先端医療・コンテンツ

ビジネス）とも大規模大量生産が主体で、継続的に市場拡大（タ

ーゲット: 国内外富裕層）を目指し、基本は外貨獲得で国富を増

やし、各種資本ストックを増やす。こうした資本の蓄積を通じ、

「社会」、「経済」、「環境」、「個人」の諸問題の解決を図り、

持続可能性を確保する社会。 

産
業 

≪循環・再分配志向≫ 1次産業は生活圏レベル（6次産業＋地産

地消）、2次産業（インフラシステムなど）はコア技術のみ保持し

て海外生産するが、国内外向けの各種メンテナンス・3R 技術が発

達、3次産業は国内外の生活ニーズ（医療・介護・流通・観光・ソ

ーシャルビジネスなど）に応える産業が主体で、基本は既存の国内

資産ストックの循環・再分配で生活レベルを向上しようとする。（タ

ーゲット: 国内外最貧層～富裕層）          

≪経済成長≫ 高付加価値・低環境負荷の製品・サービス、各種

システムのコア技術保持と売込みが継続的経済成長の源泉。 
活
動
の
源 

≪相互扶助≫ 安全・安心・低環境負荷に配慮した製品やサービス

と、経済価値に換算できない相互扶助行動が生活レベル維持の源

泉。 

≪ブラックボックス化加速≫ 技術のブラックボックス化が進む

がユーザーインターフェイスの改善により、使い勝手は良くなる。 技
術 

≪オープンテクノロジー化≫ 技術のオープンテクノロジー化が

加速し、誰でも使用・メンテナンスが容易な製品が生活を支える。

≪海外産輸入主体≫ 経済活動の効率化と労働力の確保などのた

め、高付加価値農林水産物以外の、基本的な食料の国内需要の多

くは安価な海外産の輸入で賄う。               

食
料 

≪可能な限り国内産活用≫ 基本的な食料の国内需要は可能な限

り国内で賄うが、足りない分は適正生産認証品を海外から輸入。 

≪機械化・アウトソース≫ 人口減少によって生じる労働力減少

は、機械化や新興国・途上国へのアウトソースで補われる。 
労
働
力

≪多様な人の活用≫ 女性参画や高齢者雇用が促進されるととも

に、海外との人的交流により、必要な労働力は確保される。 

≪エリート・階級志向≫ テクノクラート・エリート・トップダ

ウン志向の人材育成。ピラミッド型階級社会ではあるが、全体が

底上げされる。 

人
材
活
用

≪協働・分かち合い≫ 性別や出身国を問わず、協働による分かち

合い（ワークシェアも）で多様性に富む人を活かし合う。 

≪自助重視・規制緩和≫ 生活リスクは基本自助での対応を旨と

し、公助は必要最低限にとどめる。民業への規制緩和については

小さな政府が望ましい。 

社
会
保
障

≪共助重視・福祉充実≫ 生活リスクは基本共助での対応を旨と

し、共助でカバーできない部分を公助が担う。福祉の充実について

は大きな政府が望ましい。 

≪不健康寿命長期化≫ 長寿命化に従って不健康寿命も延びる傾

向あり。 
寿
命

≪不健康寿命短縮化≫ 長寿命化は進むが高齢者の活躍の場が多

様化し、不健康寿命は縮小傾向。 

≪都市集中≫ 効率性を重視した都市集中が進み、超高効率コン

パクトシティが進展。 
人
口
分
布

≪多極分散≫ 国土は多極分散。交通や流通の効率性を損なわない

程度のゆるやかコンパクトシティが進展。 

≪ハード対応重視≫ ハード対応重視で、インフラやシステムな

どの脆弱性を徹底的に技術で潰す。 
災
害
対
応

≪ソフト対応重視≫ ソフト対応重視で、ハザードをモノ・人の両

面から受け流すことにより脆弱性を可能な限り縮減する。 

≪大量生産・大量消費≫ 効率やスケールメリットを活かした生

産が行われ、大量生産・大量消費だが廃棄物問題は技術的な解決

を目指す。 

消
費 

≪適量生産・適量消費≫ 国内外のニーズに応じた適量生産・適量

消費・3R進展により廃棄物問題の解決を図る。 

≪厳格な保護≫ 不採算人工林は放置され、自然林回帰が進むが、

自然林が回復した後は厳格な保護規制が敷かれる。 
自
然

≪保全と賢い利用≫ 自然保全と、人の手で維持される里山、里地、

里海の生態系を保全し、賢く利用する。 

≪原発寛容・系統安定化重視≫ 原発再稼働・新規建設許容で、

再生可能エネ導入に伴う系統安定化技術（蓄電などを含む）も発

達 

エ
ネ
ル
ギ
ー

≪原発段階的閉鎖・分散型再エネ≫ 原発再稼働ありも段階的閉鎖

で、地産地消型を含め再生可能エネ活用が進む。 
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転換を実現するためには、自治体の将来ビジョンを作成する際に、重要な基本目標等を明記する構成とし、その中に環

境面も含めた持続可能な発展の目標を具体的に挙げることが望ましいと考えられる。 

（4）まとめ 

持続可能な社会に向かって社会経済活動が転換する場合の生産活動を中心とした将来像を記述する叙述シナリオ

を構築した。その中で、環境と経済の両立にとどまらず、社会のつながりや文化、個人の生きがいや健康といった包括

的な 4 分野の健全性をバランスさせることで、経済成長シナリオに代わる魅力的かつ実現可能性の高い社会経済シナ

リオを構築する枠組みと考え方を提示した。これを元に、生産面を中心とした要約表を作成するとともに、叙述シ

ナリオを作成した。また、転換方策として、自治体の総合計画を分析し、将来ビジョンとなる基本目標等において、

環境面の目標の割合を増やし、持続可能な地域づくりを目指す必要があることを指摘した。 

 

2.1.3 持続可能社会の評価のためのモデル開発と将来シナリオの定量化（サブテーマ3） 

（1）目的と経緯 

本サブテーマは、持続可能社会を定量的に評価することを目的として、日本を対象とした統合評価モデルの開発と、

それを用いてサブテーマ 2 を中心に検討される将来シナリオの定量化を行うものである。なお、本サブテーマでは、将

来シナリオを検討するにあたって、統合評価モデルにおいて定量的な評価が可能な指標のみを扱うものとしている。 

持続可能な社会の定量化にあたっては、松橋他 10)や原澤他 11)に示すように、環境問題だけでなく、経済活動や社会な

ど様々な側面を分析できるようにするとともに、地域の違いを取り上げようとしている点である。これは、わが国は地

域によって気候が異なり、たとえば温暖化対策としての省エネを取り上げたときに地域によって具体的にとるべき対策

メニューが異なる点、経済活動の状況も異なっており、現状の環境負荷の水準が異なっている点、地域によって保有さ

れている資源や文化が異なり、特に再生可能エネルギーの賦存量が異なっているために、地域間の連携のあり方によっ

ては賦存資源の有効活用が大きく変化する点など、持続可能な社会の実現に向けて各地域での課題が異なっているため

    
図9 総合計画の目標に持続可能な発展の項目が占める割合（左: 見出し語の分析、右: 詳細説明の分析） 
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である。ただし、データの利用可能性等から、本サブテーマでは、わが国を 9 の地域に分割したデータをもとに分析を

行っている。 

モデル開発、分析に先立ち、はじめに、モデルで取り扱う項目の選定や、それらのこれまでのトレンドを、環境、経

済、社会、個人、それぞれの視点から、既存の統計書等をもとに整備した。これらは、社会環境システム研究センター

のディスカッションペーパー11)の第 3 章において取りまとめている。 

（2）モデルの概要 

持続可能な社会の構築のためには、社会経済的にも豊かな社会を実現するとともに、様々な環境問題を克服すること

が求められる。一方で、高齢化の問題や市場開放問題など、我々の生活にも直結する数多くの課題が山積している。こ

うした課題を同時に解決することが持続な社会の実現に向けて求められているところである。本項では、わが国を対象

に、持続可能な将来社会の実現に向けた将来シナリオを定量的に示すモデル開発の概要を示すとともに、次項において

開発したモデルを用いて、プロジェクト 1 において議論してきた 2 つの将来像（『ゆたかな噴水型社会』と『虹色のシャ

ワー型社会』）の定量的な結果を紹介する。 

1）経済活動 

本分析で用いたモデルの主要部分（経済活動）は、応用一般均衡モデルと呼ばれる経済モデルである。すべての財や

生産要素（資本や労働など）について取引される市場を想定し、これらの市場で受容と供給が均衡するように個々の財

や生産要素の価格が変化するモデルである。本モデルの基礎となるデータは、日本の地域産業連関表（経済産業局が報

告している産業連関表の基本分類）をもとに構成したものであり、これらを統合することで全国を 9 地域に分割した地

域間産業連関表を作成している。各地域の構成は、表9の通りである。基準年は 2005 年であり、表10に示す部門、財

に集約したデータを構築している。部門のうち、発電部門は原子力発電、石炭火力発電、ガス火力発電、水力発電等な

どに分割しているが、これらの部門が生産する財は共通の電力としている。その他の部門については、財と対応してい

る。なお、経済産業省が地域間産業連関表を公表しているが、電力が 1 つに集約されているなどの問題があり、上記の

データを作成することとしている。 

モデルの全体像を図10に示す。 

中間投入や最終需要に関して、それぞれの部門において財が消費される時点で、その財が供給される地域を特定して

モデル化した方が、特定部門におけるサプライチェーンを明確に表現することができる。しかしながら、こうしたモデ

ルでは、変数の数が多くなることや、もとの地域間産業連関表のデータも部門毎に対応していないという問題があるこ

とから、本分析で構築しているモデルでは、各部門で消費される前の段階で仮想的な部門を仮定し、この仮想的な部門

で一括して、異なる地域で生産された財の統合を行い、各部門に供給するという構造にしている。 

生産構造は、既存設備を使用する活動と、新規設備を使用する活動に分離される。既存設備は、部門間を移動するこ

とはできないが、新規設備は設置前ということで部門間の移動が自由（最も収益の高い部門に投下される）と仮定する

が、設置されると翌年以降は既存設備の一部として組み込まれるとしている。また、新規設備の方が高い効率改善とな 

 

表9 本モデルにおける地域の定義 

地域区分 都道府県 

北海道 北海道 

東北 青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島 

関東 茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、新潟、山梨、長野、静岡 

中部 富山、石川、岐阜、愛知、三重 

近畿 福井、滋賀、京都、大阪、兵庫、奈良、和歌山 

中国 鳥取、島根、岡山、広島、山口 

四国 徳島、香川、愛媛、高知 

九州 福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島 

沖縄 沖縄 
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表10 本モデルにおける部門の定義 

 

 

 

図10 モデルの全体像 

部門 財 部門 財 部門 財

原子力

石炭火力

石油火力

ガス火力

水力その他

医療・保健・社会保障・介護

対事業所サービス

対個人サービス

石油製品

石炭製品

プラスチック製品

窯業・土石製品

鉄鋼

非鉄金属

水運

航空輸送

その他運輸サービス

通信・放送

公務

教育・研究

水道

廃棄物

商業

金融・保険・不動産

鉄道輸送

道路輸送

都市ガス

熱供給

化学

家具・装備品

紙・パルプ

出版・印刷

食料品

繊維工業製品

製材・木製品

石炭

自家発電

原油

天然ガス

畜産

建設

農業サービス

電力

林業

漁業

金属鉱物

非金属鉱物

金属製品

一般機械

米

輸送機械

小麦

精密機械

その他農業

その他製造業

電気機械
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ると仮定し、既存設備の効率は、新規設備の効率と導入量に応じて改善されるとしている。その他の投入構造は、既存

設備と新規設備の間で違いはなく、労働、資本（設備）、原材料、エネルギーを投入して、財を産出する。投入と産出の

関係を定義する生産関数は、入れ子型の生産関数を仮定しており、付加価値投入要素、合成エネルギー財、中間財が、

代替弾力性が 0 のレオンチェフ関数（投入要素の相対的な価格が変化しても投入量の比率は変化しないと仮定）によっ

て統合される。付加価値投入要素は、資本と労働からなり、これらは、発電部門では代替弾力性が 0 のレオンチェフ関

数で、それ以外の部門では代替弾力性が 1 のコブダグラス関数（資本と労働の相対価格が 1%変化したときに、投入比

率が 1%変化する、つまり、費用のシェアが変化しないと仮定）で統合されている。合成エネルギー財は、個々のエネ

ルギー財が統合されたものであり、発電部門では代替弾力性を 0 としているが、その他の部門では代替弾力性を 0.5 と

仮定した CES 関数（ここでは、エネルギーの相対価格が 1%変化すると、投入の比率が 0.5%変化すると仮定）としてい

る。中間財は、個々の財がレオンチェフ関数で統合されている。また、原材料のマイナス投入は、屑・副産物の発生と

みなして産出側で評価する。 

生産された財は、国内市場と輸出市場に分割され、国内市場向けの財は、域内の市場と域外の市場に分けられる。域

内の市場に供給された財は、多地域からの財とともに国産財として統合され、さらに輸入財と統合されて、域内の産業

部門、最終需要部門に供給される。 

最終需要部門は、政府と家計を統合した部門からなる。家計では、資本と労働力を保有し、これらを各部門に提供す

ることで所得を得る。なお、資本は前述の通り、既存資本と新規資本からなり、既存資本は提供する部門が既に決まっ

ているのに対して、新規資本はどの部門での利用が可能であり、収益の高い部門での利用が内生的に決定される。また、

一度設置された新規資本は、翌年以降は既存資本として評価される。 

最終需要部門が得た所得は、最終消費財と貯蓄に振り分けられる。貯蓄はすべて固定資本形成（投資）となり、翌年

の新規投資として生産に貢献する。また、最終消費財は各地域における効用関数において評価される。なお、効用関数

は、コブダグラス型を仮定している。 

本モデルは、逐次動学で将来を推計している。労働力の賦存量は外生的に想定されているが、固定資本形成が翌年の

新規設備として資本ストックを拡充する。また、各種技術係数についてもあらかじめ前提として設定している。 

2）取り上げる環境問題 

現時点で取り扱っている環境問題とその定式化、今後の課題について説明を行う。本モデルで取り上げるような経済

活動と環境負荷の発生の関係は、これまで、環境経済統合勘定の枠組みにおいて試算の検討が行われてきた 12), 13), 14)。今

回のモデル化は、そうした作業を再構築するものであるが、環境経済統合勘定で実施されてきたように、環境負荷を貨

幣単位で評価するというものではなく、物理量のまま評価し、経済活動との関係の上で、こうした環境負荷がどのよう

に変化するかをとらえるとともに、環境負荷を除去する取り組みの効果や影響を地域別にとらえるというものである。 

a）地球温暖化問題 

地球温暖化問題の解決は、持続可能な社会の要素である低炭素社会の実現に向けて必須の課題である。この取り組み

に向けて、本モデルでは、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガス排出量を内生的に計算することができるようにして

いる。取り上げる温室効果ガスは、表11の通りである。これらのガスについて、化石燃料起源と活動起源の排出に分け、

化石燃料起源のガスについては、化石燃料の燃焼時にその燃焼量と排出係数に応じてガスが発生する過程をモデルに組

み込んでいる。また、活動起源のガスについては、全国の基準年における生産額あたりの排出量を計算しておき、その

値をもとに、将来の排出量の推計を試みる。 

b）大気汚染 

公害問題の 1 つである大気汚染問題も持続可能な社会を構築する上で重要な課題である。日本では、大気汚染問題そ

のものは、かなり改善されているが、近年では、PM2.5 の問題など新たな課題が注目されている。また、近年は、温暖

化問題を解決する上でも、短寿命ガスである SLCP を対象とした対策が注目されており、大気汚染問題は古くて新しい

問題となっている。そこで、本研究においても大気汚染物質の排出について取り上げる。取り上げる大気汚染物質やそ

の他のガスは表11の通りである。 
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表11 取り上げる温室効果ガス、大気汚染物質 

温室効果ガス 大気汚染物質、その他ガス 

二酸化炭素 硫黄酸化物 PM2.5 

メタン 窒素酸化物 CFCs 

亜酸化窒素 BC HCFCs 

HFCs OC  

PFCs NMVOC  

SF6 NH3  

 

表12 取り上げる廃棄物 

 

 

なお、これらの物質の除去に関する情報は限定的であり、今後、情報収集等を通じて取り組む予定である。 

c）再生可能エネルギーポテンシャル 

再生可能エネルギーの利用は、気候変動問題の解決に向けて必須の課題であり、各地域でどれだけの賦存量が存在し、

そのうちどれだけの資源が経済的に利用可能かを検討することは重要となる。環境省 15)では、都道府県別に太陽光発電

や風力発電等の賦存量と導入ポテンシャルが推計されている。こうした情報を踏まえて、再生可能エネルギー導入量に

ついてシナリオの想定を行い、各地域でどの程度温室効果ガス排出量を削減できるか検討を行う。 

d）廃棄物 

循環型社会の実現の観点から、廃棄物問題を取り上げることは重要である。廃棄物の発生は、消費された財に起因す

るが、ここでは、活動量に対して様々な廃棄物は発生し、処理されると仮定する。また、循環型社会を構築する上で、

廃棄物の処理方法の選択も重要な課題であるが、今回のモデル化では、表12に示すとおり、一般廃棄物、産業廃棄物（産

業廃棄物は廃棄物種ごとに）それぞれについて、処理方法についての過程は内生的にモデル化せずに、最終処分量のみ

について評価する。 

なお、一般廃棄物についても、さらに詳細な区分での推計が可能であり、今後、定量化を試みる予定である。また、

廃棄物の処理、処分も現状のように係数で想定するのではなく、内生的に選択するとともに、リサイクルされた財が市

場に供給される過程を経済活動の面と整合させることも検討している。 

e）水需要量 

水資源の利用も本研究において対象とする。工業部門では、工業統計表の用地用水編でとりまとめられている水の需

要量と生産額から生産額あたりの水需要量を計算し、生産活動に対して水を需要する量が決定するとしている。 

f）水質汚濁 

環境省の水質汚濁排出量総合調査より、BOD、COD、T-N、T-P の部門別排出量が推計されている。このほか、家庭

部門や畜産における水質汚濁物質についても、日本総合研究所 12)等をもとに想定している。 

燃えがら 動物系固形不要物

汚泥 ゴムくず

廃油 金属くず

廃酸 ガラス、コンクリート及び陶磁器くず

廃アルカリ 鉱さい

廃プラスチック がれき類

紙くず 動物のふん尿

木くず 動物の死体

動植物性残渣 ばいじん

 産業廃棄物

 一般廃棄物
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g）化学物質 

第 3 期中期計画における分析では、化学物質の排出については対象とはしていない。なお、化学物質の排出量そのも

のについては、PRTR のデータベース（http://www.env.go.jp/chemi/prtr/risk0.html）から、特定の規模以上の事業所毎の排

出量を得ることができる。こうしたデータを活用して、本モデルにあうようなデータセットを作成し、モデルに加える

ことは可能である。 

h）土地利用 

自然共生社会を検討する上では、土地利用、特に自然地の評価は必要不可欠である。その一方で、こうした自然地は、

価値として認識されるものの、実際に保存されるためには開発規制などに頼らざるを得ない面もある。また、生態系の

保全を目的とするのであれば、面積だけでなくその土地の属性など質についても検討する必要があるが、ここでは対象

としていない。現時点では、農業、林業、自然林の面積を対象としたデータセットの構築にとどまっている。 

3）将来シナリオ 

2005 年を基準に、本モデルを用いて将来推計を行う。 

将来推計を行うにあたって、労働力の賦存量及び将来の経済成長率は外生的に想定する。また、各部門における技術

係数（ここでは新規に導入される設備を対象とした単位生産あたりの環境負荷発生量やエネルギー消費量など）につい

てもあらかじめシナリオとして設定する（既存設備については、新規設備の導入状況によって変化する）。 

労働力の賦存量は、国立社会保障・人口問題研究所 16)の生産年齢人口をもとに、地域別に集約したデータを用いて設

定した。各地域の経済成長率は、2005 年から 2011 年までは内閣府経済社会総合研究所 17)の県民経済計算から経済成長

を設定し、それ以降については内閣府 18)を参考に設定した。地域別の経済成長の想定については、将来推計の基礎とな

るところであるので、今後も検討していきたい。 

技術係数については、適切な情報が得られていないため、現時点では一律に年率 1%といった想定をとっている。こ

の点の更新についても今後の課題としたい。特に、環境負荷の除去に関しては、増井ら 19)のように対策技術を組み入れ

ることで、汚染対策の内生的な評価も可能になるが、この点についても今後の課題である。 

（3）試算結果とまとめ 

前述のように、現時点のモデルは、経済活動からの環境負荷の発生と処理構造や将来シナリオの設定において、まだ

まだ改善すべき点が多いが、モデルの基準年である 2005 年と、『ゆたかな噴水型社会』と『虹色のシャワー型社会』そ

れぞれの 2050 年を対象とした結果を以下に示す。なお、2 つの社会ともに 2050 年では持続可能な社会を実現している

という前提のもとで計算を行っている。 

人口、GDP の推移をそれぞれ図11、図12に示す。ゆたかな噴水型社会は、虹色のシャワー型社会と比較して人口減

少が早いが、技術革新が進み GDP は大幅に増大することが反映されているが、首都圏への集中が進む結果、GDP の伸

びの多くは関東地方による。一方、虹色のシャワー型社会では、経済以外の価値が重視されることから、GDP という物

差しで計測すると伸びはそれほど大きくないが、2005 年から 2050 年までに 1 人あたり GDP は 2 倍に増大する。また、

GDP を生み出す資本ストック（全国）は、図13のように 2 つの社会ともに増大する結果となった。 

環境については、実質 GDP あたりのエネルギー起源 CO2排出量と、発電に占める再生可能エネルギーの割合を図14、

図 15 にそれぞれ示す。どちらの社会も持続可能な社会ということで、2050 年の実質 GDP あたりの CO2排出量は 2005

年と比較して大幅に削減されているが、再生可能エネルギーの導入という点では、虹色のシャワー型社会において取り

組みが進み、電源の半分以上は再生可能エネルギーとなる。 

図16に示す社会の指標として定義される 1 人あたり医療費の支出は、高齢化社会を反映してどちらの社会も現状と比

較して増大するが、ゆたかな噴水型社会においてはより高度な医療や介護を選択されることから、医療費が増大する傾

向にある。また、図17は個人の指標として 1 人あたり教育支出を示す。ゆたかな噴水型社会の方が、より生産を向上さ

せるために教育の充実が図られ、教育支出も増大する結果となった。 



― 26 ― 

 

ゆたかな噴水型社会                虹色のシャワー型社会 

図11 地域別人口の推移（単位: 1000人） 

 

 

ゆたかな噴水型社会                虹色のシャワー型社会 

図12 地域別GDPの推移（単位: 2005年価格兆円） 

 

 

図13 資本ストックの状況（単位: 2005年価格兆円） 

  

 

図14 実質GDPあたりのエネルギー起源CO2排出量（単位: tCO2/2005年価格100万円） 
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図15 発電に占める再生可能エネルギーの比率（単位: %） 

 

 

図16 1人あたり医療等支出（単位: 2005年価格1000円） 

 

 

図17 1人あたり教育支出（単位: 2005年価格1000円） 

 

本サブテーマでは、日本を対象に、2 つの社会像を基礎に持続可能な社会について定量的な検討を行った。一方、日

本は生産だけでなく消費においても海外の動向の影響を大きく受けており、国内の持続可能性を維持するためには、世

界やアジアにおいても持続可能性を確保する必要がある。また、地球温暖化問題など環境問題によっては地球全体の課

題となっている。一方で、世界を対象とした分析では、経済的発展を望む意見は極めて強いといえる。こうしたことか

ら、アジアや世界を対象とした持続可能社会のシナリオの検討を行うことが課題であり、こうした課題は第 4 期中長期

計画において取り組む予定である。 
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2.2 持続可能なライフスタイルと消費への転換に関する研究（プロジェクト2） 

持続可能なライフスタイルシナリオの構築、またその一般生活者や社会起業家等による検証作業を行い、その有効性

を確認した。さらにライフスタイルシナリオを具体的な生活者を対象とした分野の企業の参加をもって生活者シナリオ

構築作業を行い、具体的な消費場面への適用可能性を確認した。 

 

2.2.1 「持続可能な消費」をめぐる諸議論 

持続可能な消費の議論 1)は、人々のライフスタイルのあり方、消費行動、環境配慮行動などの人々の行動側面の変革

の方向性の議論、ライフサイクル・アセスメントによるマテリアル･フローと環境負荷の議論など多岐にわたる。人々の

考えや行動の側面とモノやサービスの消費による環境負荷の低減をいかにバランスよくはかっていくかを考えるのが、

持続可能な消費の議論である。これまでの持続可能な消費に関する議論は、手法については様々な変遷があるものの、

基本的には 1990 年代以降盛んに言われた「地球に優しい 50 の方法」、「地球に優しい買い物ガイド」のような、「簡単に

できて」「エネルギーやものの消費を抑えられる」方向性がいまだに基本路線といえる。このエネルギーやモノの消費を

抑える方法は、低炭素社会や循環型社会の構築に必要不可欠であり、これからもサービスレベルの維持と資源の効率的

利用を第一に追及していかねばならないものであろう。しかし、「持続可能な社会」については、このような簡単にでき

る取り組みの観点だけでは本来十分ではないはずである。そこで、まず、持続可能な消費およびそれとは切り離して考

えることのできないライフスタイルの変革について、これまで議論されてきた内容および持続可能社会の構築に向けて

の諸概念を整理した。 

（1）持続可能な生産と消費をめぐる動向 

持続可能な消費は、1992 年のリオの国連環境開発会議に提出されたアジェンダ 21 の「第 4 章消費形態の変革」にあ

げられており、持続可能社会の構築に向けての大きな課題の一つである。それ以降、持続可能な消費は国連社会経済局

と国連環境計画を中心に継続的に議論されてきた。 

1）オスロ円卓会議宣言（1994） 

1994 年にオスロで開催されたシンポジウム（円卓会議）にて、持続可能な消費の定義がなされた。そこでの定義は、

「自然資源の利用、有害化学物質、ごみや汚染物質をライフサイクル全般にわたって最小限にしながら、人々の基本的

ニーズやよりよい生活の質に対応するモノやサービスの利用であり、なおかつ将来世代の必要を脅かさない」ものとさ

れた。これは、持続可能な開発の定義である「将来の世代のニーズを満たす能力を損なうことなく、今日の世代のニー

ズを満たすような開発」をなぞったものといえる。 

2）持続可能な開発に関する世界首脳会議（WSSD;ヨハネスブルグ･サミット、Rio+10）（2002） 

この会議では、リオデジャネイロで採択されたアジェンダ 21 をより具体的な行動に結びつけるための包括的文書であ

る「ヨハネスブルグ実行計画（JPOI=Johannesburg Plan of Implementation）」が採択された。その第 3 章で持続可能な消費

と生産について言及されており、10 年計画を策定して具体的な行動をとるよう促している。 

3）マラケシュ･プロセスにおける持続可能なライフスタイル･タスク･フォース 

前述の JPOI をうけて 2003 年にマラケシュにおいて開催された会議で決定したのが、マラケシュ･プロセスと呼ばれ

る持続可能な生産と消費にかかる 10 年計画 2)である。その計画の中で幾つかのタスクフォース 3)が設置され、タスクフ

ォースごとにそれぞれの個別分野の課題に取り組んでいくことが確認された。持続可能なライフスタイルについても、

スウェーデン政府（環境省）が中心となってタスクフォースが設置された。 

この持続可能なライフスタイルに関するタスクフォースのコンセプト･ペーパー4)によると、「ライフスタイル」「持続

可能なライフスタイル」「持続可能な消費」に関する概念はそれぞれ以下のように定義されている。 

・ライフスタイルとは、欲求と願望を満たすために生きていく生活そのものである。これは、「社会的会話（Social 

Conversation）の意味を持ち、自分自身の社会的な立ち位置、心理的な欲求を表すシグナルとしての役割を果たす。

シグナルの多くは、財によって媒介されるので、ライフスタイルは社会の物質や資源の流れと密接にリンクする。 

・持続可能なライフスタイルとは、基本的欲求を満たし、より良い生活の質を提供し、ライフサイクルを通じて自然
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資源の使用と廃棄物や有害物質の排出を最小限にしたうえで将来世代の取り分を脅かさないような行動と消費の

パターンである。持続可能なライフスタイルは､様々な社会の文化、自然、経済や社会的な遺産を反映させていな

くてはならない。人々は、社会的会話の一つの表現として、これらを他人との仲間意識の表現や差別化に使う。 

・持続可能な消費は、モノやサービスを購入したり消費したり廃棄する過程に関連する一方で、持続可能なライフス

タイルは、もう少し広い活動、例えばコミュニケーション、娯楽、スポーツ、教育などをセットで含むものである。 

以上の定義からわかるように、持続可能な消費とは､物資的な側面からだけで評価できるものではなく、その消費の意

味、消費によって得られる満足の内容まで関連する。さらに、モノの消費の範疇をこえた様々な活動をもその考察範囲

とする。消費者は、自分自身の社会的な立ち位置や願望・欲求を表すシグナルの一つとして消費を行い、他者との関係

性の構築を図っているわけであるが、それによって築き上げられた関係性もまたライフスタイルの一部なのである。 

4）国連環境計画における新たな持続可能な消費と生産をめぐる動き 

前述のマラケシュプロセスをうけた 10 年計画が 2011 年で完了した後、Rio（+20）における議論をうけて、新たな 10

年計画が 2013 年から実施されている 5)。現時点で、消費者情報、持続可能な建築と建設、持続可能な食料システム、持

続可能なライフスタイルと教育、持続可能な公共調達、持続可能ツーリズムの 6 つのプログラムが活動を開始している。

それぞれのプログラムでは、各種のプロジェクトが実施され、規模に応じて国連環境計画から費用が拠出されている。

本課題に関係が深いものは、『持続可能なライフスタイルと教育』であり、継続してその活動を注視していく必要がある。 

5）国連環境計画以外における関連動向 

持続可能なライフスタイルについては、国連環境計画などの国連レベルの動向以外にも注目すべき動きが存在する。

地域レベルにおいては、地域コミュニティ、地方自治体等々様々な組織が「環境に優しいライフスタイル」「省エネ行動」

の促進を目指した実践活動をしており、それらについては枚挙にいとまがない。また、本プロジェクトと趣旨、目的が

近いプロジェクトがいくつか EU などを中心に存在した。その一つが、EU10 カ国が参加した SPREAD2050 プロジェク

ト 6)である。このプロジェクトは 2012～2013 年の 2 年間のプロジェクトであったが、終了後も EU においては、Glanurs

（http://glamurs.eu/）など直接の後継ではないが、趣旨を受け継ぐプロジェクトが進行している。 

これらのプロジェクトにおける共通点は、直接的に「低環境負荷」「低炭素」を計算するということから始めるのでは

なく、「持続可能なライフスタイルとは何か」「2050 年に我々の（環境だけでなく）生活（仕事、家、家族、社会等々）

はどうなっているのか」「どのような技術（インフラ、交通システム等）が使われるようになっているのか」を総合的に

考えた上で、その結果生じているであろう環境負荷を見積もるという点である。また、プロジェクト参加者に閉じるの

ではなく、外部からの参加を経て共同で知識生産に挑戦している点も共通している。 

（2）消費とライフスタイルの再考 

特にライフスタイルを考える上では、人々がモノを消費する際に、モノの｢機能｣のみをもとめているのではないとい

うことをきちんと考える必要がある。人は単に日々の生活において、必要な機能を満たしている、という理由だけで様々

な商品やサービスを選択しているのではない。選択にあたっては、機能や価格に加えて、デザインやブランド、そのほ

か諸々の消費対象物のさまざまな「属性」を考慮している。だからこそ、「社会的に責任ある消費」や、「倫理的消費」

などを考える余地があり、人々が機能以上のものを製品に求めているからこそ、このような消費の在り方についての様々

な議論が有効なものとなりうるのである。 

フランスの社会学者、ボードリヤールが論じたのは、消費社会そのもの、また消費の意味を問い直すものであった。

彼は、消費について以下のように述べている。 

1）消費はもはやモノの機能的な使用や所有ではない。 

2）消費はもはや個人や集団の単なる権威づけの機能ではない。 

3）消費はコミュニケーションと交換のシステムとして、絶えず発せられ受け取られ再生される記号のコードと

して、つまり言語活動として定義される。  

以上のように｢消費｣の意味をとらえ直すと、それと密接に関連する｢ライフスタイル｣の意味も理解しやすい。つまり、

「持続可能なライフスタイルとは、基本的欲求を満たし、より良い生活の質を提供し」においては、人々が生活してい
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く上での基本的な欲求を満たしていくことを指摘している。基本的欲求に関しては、マズローの「欲求階層説」やそれ

を基にした世界価値観調査におけるイングルハートの脱物質的価値観論の中で整理されている。人々の生きる上で必要

な基本的な欲求を分類すると、まず経済的な安心、物理的な安心の二つが挙げられ、これは生理的・生物としての生存

を保障するものである。そして、これらの保障を得てはじめて人々は帰属意識や自尊心を持つこと、自己表現の欲求、

そして知的好奇心や美的な満足に優先順位をおくという。このような基本的な欲求を満たし、その上でより良い生活の

質を確保するための資源を提供することが、持続可能なライフスタイルを構成する第一の要素である。 

次に「ライフサイクルを通じて自然資源の使用と廃棄物や有害物質の排出を最小限にしたうえで」においては、環境

負荷を最小に抑えていくことを指している。「将来世代の取り分を脅かさないような行動と消費のパターン」においては、

世代間の公平性の確保が必要であることを示している。この環境面の持続可能性が持続可能なライフスタイルを構成す

る第二の要素である。 

「持続可能なライフスタイルは､様々な社会の文化、自然、経済や社会的な遺産を反映させていなくてはならない。人々

は、社会的会話の一つの表現として、これらを他人との仲間意識の表現や差別化に使う。」の部分においては、先ほど述

べた消費の意味を踏まえ、消費自体が社会の文化を構成する重要な要素であり、社会としての共同体意識を醸成してい

くために重要な役割を果たしていることを示している。これが持続可能なライフスタイルを構成する第三の要素である。 

以上のように消費の意味づけ、持続可能な消費の国際的な議論の動向とその定義、関連して持続可能なライフスタイ

ルの定義を踏まえた上で、人々のライフスタイルの現状把握を行った。これには、ア）諸統計の活用（人口の動向、住

宅やエネルギー消費、モビリティなどライフスタイルと消費に関する基本的な情報を含む）、イ）様々な社会調査結果の

活用（世論調査を含む各種の社会調査結果とともに国内外の様々な機関・研究者ネットワークの蓄積。例えば、内閣府

の世論調査室による調査、国際社会調査プログラム（ISSP）や世界価値観調査等の国際比較調査結果の活用等）、さら

にウ）ライフスタイルに関連する諸分野の専門家の知見や見通しの活用、などが含まれる。このような様々な資料を総

合的に見渡すと、以下の点が持続可能なライフスタイルを検討するにあたって考慮されるべき点と結論付けた。 

まず、世帯人員の少ない世帯が増加し、なかでも高齢者の単身世帯が全体として増加するという世帯構造の変化が挙

げられる。 

次に、多くのリスクが挙げられる。ドイツの社会学者であるウルリヒ・ベックは、その著書「危険社会」において、

多くのリスクに直面する社会を描きだしている。この著書におけるリスクは、第 1 章において有害化学物質を取り上げ

ているが、それだけではない。近代化によって産業社会（その中に家族やライフスタイルを含む）そのものが様々なリ

スクを内包する状況になっているという。 

ベックはこの軸が具体的にどのように変化をしているのかについてドイツを事例として詳細に議論している。生活形

態の文化的進化として以下の 4 点を挙げている。 

・エレベーター効果: 職業労働に従事しない生活時間の増大、労働時間の減少、可処分所得の増加。 

・（社会的）移動性: 社会的移動性の増大、出自にまつわる制約や拘束、新しく引き受けた制約や拘束から独立すると

いうこと。つまり、親と異なる職業につくもの（中でも、より高い所得を得られる職業）が増大した。 

・教育: 読み書きのできない人がほとんどいなくなり、社会階層との関係が切り離されるようになった。 

・個人化: 社会構成が雑多であることや、近隣・知人関係がかなり緩やかであること。新たに登場した社会関係や人

と人との接触のネットワークを、個々人で選択し、作り、維持しなくてはならなくなった。このような状況を、「関

係のなさ」、社会的隔離と呼ぶこともできるが、また、自分で選び、自分で作り上げた知人・隣人・友人ネットワ

ークと呼ぶこともできる。 

以上の文脈の中で、ベックはライフスタイルについても特に「個人化」との関連で論じている。個人化は 3 つの次元

で議論される。一つ目は、「伝統的支配関係と扶養関係という意味における、歴史的にあらかじめ与えられていた社会形

態と社会的結びつきからの解放（解放の次元）」であり、二つ目は「行動に関する知識や信仰や行為を導く規範について

伝統が持っていた確実性を喪失する（安定性の喪失の次元）」、三つ目は「概念の意味がいわばその反対へとひっくり返

るような形で、社会のなかに全く新しいやり方で組み込まれる（統制ないし再統合の次元）」である。 
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一つ目の次元は、要約して言うならば伝統的な家族形態など「伝統的な結びつきや扶助関係」からの解放を意味する。

しかし、それと交換に、労働市場の強制や消費存在であるがゆえの圧迫や、それに含まれる標準化と管理という強制を

強いられることになる。伝統的な結びつきや社会形態（社会階級、小家族）の代わりに現れたのは、二次的な決定機関

や制度である。それらは、個々人の人生を形作り、個々人の人生を、個々人によって自由に規定するものにする（人生

は個々人が自由に規定するものだと言うことは、意識形態としてついに普及するに至った）一方で、個々人を流行や社

会関係や景気や市場にもてあそばれる存在にしてしまう。つまり、個々人にとってみると、流行や社会関係や景気、市

場に起因するリスクに影響されやすくなるのである。 

二つ目の点は、一つ目の点と深く関連する。一つ目は、外から見える形態としての伝統的な結びつきや扶助関係との

切り離しを指していたが、二つ目の点は、それが個々人の意識下においても起きていることを指摘する。先に一つ目の

点について述べた際に、「人生は個々人が自由に規定するものだと言うことは、意識形態としてついに普及するに至った」

を引用したが、まさに一つ目の点が外から見える状況だとすると、二つ目の点はそのような状況にある個人の主観的な

状況を指す。三つ目の点は、さらにそれらの「解放」や「安定性喪失」の帰結として何かもたらされるかの考察である。

社会は 3 つの次元の最初の二つを前提として制度や人々の行動様式を作りかえることについて言及する。個々人が伝統

的な社会関係から解放されるとき、その個々人は現代的な労働市場にその職業を得、収入をもとめるようになるが、社

会はそれを前提とした様々な制度を再構築する。そして、そのような制度に適した教育制度を整備し、家族制度を作り

上げるといった具合である。 

これらは、まさに個々人のライフスタイルそのものの変化を記述しており、現代のライフスタイルは伝統的な家族や

価値規範から脱却し、現代の労働市場に適したライフスタイルとなっていくことを指摘していると言える。意識面から

みても、程度の差こそあれ、個人がそれぞれ「人生は個々人が自由に規定するものだ」という考えを実現した結果、さ

まざまなコミュニティにおける個人の「伝統的」もしくは「規範的」役割分担、役割意識はかなり希薄になってきてい

ることを様々な調査結果が示している。 

 

2.2.2 持続可能なライフスタイルと消費のあり方に関するシナリオ構築プロジェクトの概要 

これまでの持続可能性の捉え方、消費、ライフスタイルの考え方の整理を踏まえ、プロジェクトを構築した。本プロ

ジェクトは、1）生活変化要因の抽出と設定、2）将来のライフスタイルの重層的シナリオライティング、3）シナリオの

評価からなる。1）においては、前述のライフスタイル・タスクフォースの成果の一つである、「サステナブル・ライフ

スタイルに関するグローバル調査」などの成果を参照し、震災の影響を含めた世論調査などを実施した。2）については、

シナリオ作成の方法をレビューし（2.2.3 項）、（株）博報堂イノベーション･ラボが開発した「未来洞察」7)手法を適用し

てシナリオ作成を行った（2.2.4 項）。なお、1）の成果は、作成されたシナリオに反映されているので、その成果は 2.2.4

項でまとめて説明した。3）については、作成されたライフスタイルシナリオが一般市民にどのように受け止められるか

をフォーカス・グループ・インタビュー（FGI）などにて明らかにした（2.2.5 項）。最後に、2.2.6 項にて、本プロジェ

クトを総括した。 

 

2.2.3 シナリオ作成方法のレビュー 

持続可能なライフスタイルの分野や環境分野に限らず、シナリオを用いて将来を洞察するアプローチが近年増加して

いる。背景としては、1）社会変化の速度が増加し、また、将来の見通しが不透明になっていること、2）漸進的（イン

クリメンタル）な対処では環境や社会の持続可能性は損なわれてしまうという認識のもと、中長期的な展望をもったう

えで取組・活動などを実施すべきという認識が広まっていると推察される。しかしながら、ビジネス戦略を策定するた

めのシナリオアプローチをそのままライフスタイル研究に適用できるかは自明ではなく、既存のアプローチの十分な理

解とライフスタイル研究の特徴と目的をふまえた適用が求められる。そこで、シナリオアプローチならびにライフスタ

イル・消費研究へのシナリオアプローチの適用事例（例えば、SPREAD6)など）をレビューし、これまでのシナリオアプ

ローチの適用の特徴と適用性について考察を行った。なお、「シナリオ」とは、ある特定の将来の状態を、場合によって
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はそこに至る要因や状況とともに整合的に記述したものとここでは定義しておく。 

レビューの結果、ライフスタイル・消費へのシナリオアプローチの適用を、（a）望ましいライフスタイルの方向性を

提示し生活者の賛同を求めていくもの、（b）いくつかのライフスタイルを提示したうえで、それぞれの環境負荷を定量

化したり、それぞれのライフスタイルを具体化するもの、（c）新しいライフスタイルやそのようなライフスタイルに適

合する商品・サービス等を検討しようとするものに類型化できた。ただし、（a）のアプローチは望ましいライフスタイ

ルの方向性を強調するあまり、持続可能なライフスタイルの実現を阻む要因等を過小評価・無視するおそれがあること、

（b）のアプローチは定量化等の作業を伴うためライフスタイルの多様性を考慮するには適さないこと、（c）のアプロー

チは少数のライフスタイルを描くにはよいが、ライフスタイルが変化する全体動向は考慮しないことというように、い

ずれの類型にも課題があり、それらの課題克服に向けた知識や経験の積み重ねが求められた。さらに、現実的な作業量

の範囲で多種多様なライフスタイルを描写することや、多様な価値観への配慮から規範的要素の取り入れが弱くなりが

ちであること、ライフスタイルだけでなく社会の状況も重層的に描写することといった共通的な課題があることが示さ

れた。本プロジェクトでは、これらの課題ならびにプロジェクトの目的・趣旨をふまえ、現在のライフスタイルの多様

性を想定しつつも、一定数のライフスタイルを記述することで日本のライフスタイルの全体像をカバーし、それらがど

のように変化しうるかという探索的なアプローチを採用することとした。開発した方法を 2.2.4 節（1）で述べる。 

 

2.2.4 将来のライフスタイルシナリオの作成 

（1）方法 

将来は、これまでの延長である面と新しい変化が生じる面がある割合で混合したものと考えることができる。未来変

化の不確実性を加味し、多様な専門性から創発的に未来を洞察する場合は、「あるべき未来」「ありたい未来」に加え、

全く新たな可能性を「ありうる未来」として客観的に想定しながら未来像を描く必要がある。本プロジェクトでは、図

18に示すように、「1」でこれまでの延長上の将来を見通したうえで、「2」で変化の兆しを後述の発想法で抽出し不連続

な変化を伴う将来を予見した。さらに、これらが組み合わさってどのようなライフスタイル・社会が生じうるかを有識

者ワークショップによって議論・検討して、シナリオを作成した。 

具体的な手順を述べる。第一ステップでは、関連する多くの文献や先行研究を確認したうえで、自由発想法で 2030

年までのライフスタイルをカルテとして記述した。自由発想法では作業者の見識が結果を左右するため、作業メンバー

は消費・ライフスタイルについての研究・実務を 3～20 年経験しているメンバー8 名で実施した。メンバー構成は、男 

 
図18 プロジェクト2で用いた将来のライフスタイルのシナリオ作成方法 
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性 3 名、女性 5 名、年齢は 30～50 代、職業は研究者 4 名、民間のマーケティング実務者 4 名である。記述したライフス

タイルの内容は、基準年の情報として 2012 年における生活者の年齢・性別、居住地域（都市部、田舎、地域の特徴など）、

世帯構成、職業・収入、価値観（何に幸せ・充足感や不安・リスクを感じているのか）、その他の世帯属性（最終学歴、

移動手段など）、具体的な生活状況（住む、費やす、働く、育てる、癒す、遊ぶ、学ぶ、交わる、移動する）である。さ

らに 10 年後（2022 年）、20 年後（2032 年）に、生活が向上している場合（向上シナリオ）と生活が下降している場合

（下降シナリオ）を想定し、なぜそのような状況になったのか理由を含めて記述を行った。 

第二ステップでは、将来の人口・世帯数の推計結果をもとに、2010 年と 2030 年における主要な世帯類型を選定した。 

第一ステップで得たライフスタイル変化要因とこの主要世帯類型を組み合わせて、主要世帯がリスクに直面した場合や

主義・志向の下で生活している場合、どのような生活状態になるのかについて検討し、第一ステップで作成したカルテ

を見直した。そのうえで、カルテの記述内容をもとに、消費の具体的なイメージ、ライフスタイル変化の実現を左右す

る転換点（技術、規制、制度および企業・ビジネス変化）をライフスタイル変化として記述し、最終的には、今後の 16

の主要なライフスタイル変化にとりまとめた。その際、次の 3 点に留意した。1) 下降するライフスタイル変化について

連鎖的に発生するリスクに基づく生活状況の変化は 1 つのライフスタイル変化としてまとめた。2) ライフスタイル変化

要因が複数の世帯構成員のライフスタイル変化に影響する場合は、そのライフスタイル変化を象徴的に表す人に着目す

ることとした。3) 複数の世帯類型で起きることが予想される変化については、それらをまとめて示し、変化の特徴がわ

かるようにした。また、この結果をもとに、研究者および実務者（関沢英彦氏、大沢真知子氏、山田昌弘氏、岡部明子

氏、兼松佳宏氏、松原光代氏、玄田有史氏、広井良典氏）と議論を行い、2030 年の未来像を考える上で検討すべき論点

（「未来イシュー」という。）を 8 つに整理した。ここまでが図18における「1」の延長上の将来のアイデアを得る作業

内容である。大まかにいえば、個別のライフスタイルを描写→個別のライフスタイルの変化を特定→ライフスタイル全

体の潮流を抽出するという手順となっている。これは、ボトムアップ型のアプローチということができ、社会全体のマ

クロな潮流からライフスタイルの動向を検討するというトップダウン型のアプローチよりも作業量は多くなるが、将来

の細部を想起する手続きを経るため、新たな発見が比較的多いという利点があると考えられる。 

第三ステップでは、博報堂の開発した未来洞察手法であるフューチャー・ダイナミクス©7)を適用して、突発的な将来

の変化を捉えた未来のライフスタイルシナリオのアイデアを発想した。フューチャー・ダイナミクス©は、スキャニン

グと強制発想法から構成される。スキャニングの作業では、過去 3 年（2009 年 9 月～2012 年 9 月）の国内外のニュース

記事等から収集した約 1,600 件の情報の中から 166 件を使用して、これらにざっと目を通して（スキャンして）産み出

されるアイデアを「未来の兆し変化」の仮説として設定した。この兆しの仮説に、第二ステップで得られた未来イシュ

ーの 8 つの論点、すなわち生活者の主要トレンドを掛け合わせて、将来、何が起こりうるかの強制発想を行った。本ス

テップの作業は、有識者の知見を活用することとグループ・ダイナミクスによる効果を狙い、グループ作業で実施した。

具体的には、2012 年 10 月の 2 日間のワークショップを開催し、社会問題、コミュニティデザイン、労働、技術やメデ

ィアなどの分野の有識者 10 名（津田大介氏、松原光代氏、萱野稔人氏、山崎亮氏、西上ありさ氏、岡部明子氏、兼松佳

宏氏、山田桂一郎氏、堀江由香里氏、原田曜平氏）、クリエーター（デザイナー、コピーライター等）12 名と本プロジ

ェクトメンバー等の 8 名の計 30 名・5 グループで実施した。これにより 5 つの未来シナリオのアイデア案を得た。 

第四ステップでは、第三ステップで得られたアイデア案について、5W1H（いつ、どこで、だれが、なにを、なぜ、

どのように）などの細部を具体化しながらライフスタイルシナリオの初案を作成した。多様なライフスタイルが描かれ

ているか、今までの分析と整合性がとれているか、新規性のある内容となっているか、ライフスタイルへのインパクト

が大きそうかといったさまざま観点からチェックを行うとともに、その内容をワークショップに参加したうちの 5 人の

有識者に内容確認を行って、シナリオを確定させた。最終的には、4 つのシナリオ（うち 1 つのシナリオにはステップ 3

の 2 つのアイデア案が含まれる。）が作成された。 
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（2）得られたライフスタイル変化とリスク 

ライフスタイル変化要因に 4 種類の主要世帯（若年単身世帯、中年夫婦と子世帯、中年片親と子世帯、老年単身/夫婦

のみ世帯）が直面した場合（これらを掛け合わせた強制発想を行った場合）に、どのような生活状態になりうるのかを

探索した際の知見を述べる。生活状況が向上するライフスタイル変化と逆に生活状況が下降するライフスタイル変化が

得られたが、ライフスタイルが向上する変化は、下降するライフスタイル変化を検討したものと比較すると、世帯類型

の違いに起因するライフスタイル変化の違いは少なかった。また、一連の作業のなかで、ライフスタイル変化に関わる

リスクは経済力、健康、つながり（コミュニティ/人間関係）、ライフステージ変化に大別できた。経済に関するリスク

とは、無収入あるいは低収入によるもの、さらに非正規雇用といった持続的な収入に不安があるもの、収入はそれなり

にあるが無計画な消費のよるもの等が挙げられる。健康のリスクとは老年期の健康不安に加え、中年期の過労や職場環

境でのストレスによる精神疾患、また生活習慣病の発病も考えられる。つながりに関するリスクとは、人間関係や自分

が属する集団との関係の希薄化によってもたらされるリスクであり、近隣住民とのつながりの希薄化や、非正規社員の

増加による企業社会内の結びつきの希薄化、女性に関しては友人や同僚等のライフスタイルの変化（結婚、転勤、出産

等）による関係の希薄化やつながりの変化、家族については、離別、死別による単身化に加え、婚姻関係を結ばないこ

とや、子供を持たない選択の増加による旧来的な家族としてのつながりの減少も挙げられる。ライフステージ変化に伴

うリスクとは、結婚、離婚、出産、就職、子供の成長等のライフステージ変化に対応できないことを意味する。ライフ

ステージ変化はいつの時代もあることだが、かつての日本のように国民の多くが比較的類似したライフコースを歩む時

代でなくなってきているため、就職や転職の失敗、結婚できない、離婚するといったライフステージの変化に対応でき

ないリスクが増えてきている。また、ライフステージ変化に伴うリスクには、本人だけでなく家族が対応できない場合、

例えば、子供が就職に失敗したために、親が想定していた以上に経済的依存が継続するような場合も考えられた。なお、

議論の中ではこれらのリスクに加え、自然災害や交通事故等による予期できない生活環境の変化によるリスクについて

も、ライフスタイルに影響を与える主要なリスクの一つとして検討された。 

（3）16の主要なライフスタイル変化 

得られた 16 種類の主要なライフスタイル変化（L1～L16）について、主要な記述内容を表138)に示す。表13では、過

去から現在にかけて見られた日本人のライフスタイルと予見された将来のライフスタイルとを対比させることで、将来

のライフスタイル変化をより明確にわかりやすく示すようにした。 

まず、若年単身世帯が直面するリスクから 3 種類の下降ライフスタイル変化が見えてくる。つながりに関するリスク

に対応できないニートやひきこもり（L1）と若年期に直面するライフコース変化に対応できず「普通の生活」に憧れる

若者（L2）、上昇志向がなく社会変化に流され生活水準を向上させるような努力をしないライフスタイル（L3）である。 

中年夫婦と子世帯が直面するリスクのうち主に経済力リスクから、2 種類のライフスタイル変化をまとめた。家計が

苦しく夫婦で働かざるを得ない中年（L4）と「普通の生活」のためにローンや借金返済に追われる中年（L5）である。

中年片親世帯は中年期に直面するライフステージ変化が中年夫婦と子世帯と共通する部分が多く、似たようなライフス

タイル変化を見出すことができる。片親世帯特有のライフスタイル変化として実家に頼るしかないシングルマザー（L6）

を下降するライフスタイル変化として挙げた。なお、連鎖的、複合的にリスクに直面する場合を考えると、L1～L6 の状

態に健康リスクなどが複合的に発生した場合には、働き盛り・健康と考えられる若年・中年層であっても深刻な困窮状

態となると推察された。 

老年単身世帯の場合は、どのリスクに直面しても孤独死（L7）を招く可能性があり、また、老年夫婦世帯では配偶者

が要介護になった場合に「老老介護（L8）問題」に直面する可能性が高い。老老介護は被介護者にとっても十分な介護

を受けられない可能性が高く、介護者にとっては特に年齢的な問題もあり、非常に負担のかかるライフスタイルになる。 

L9 と L10 では、生活の利便性や快適性、満足度を高めるための新製品や新サービスに目がない物質主義の消費者像が

示されている。若者の消費者像を L9 で示し、高齢者の消費者像を L10 とした。一方、特定の地域や会社に依存せず、

自分の知識やネットワークを生かして居住地や仕事を選択するシンプルで自由な脱物質主義者のライフスタイルを L11

にまとめた。 
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自立志向の例として専業主婦が自ら離婚を選択し自立するライフスタイルが L12 である。かつて専業主婦は経済力が

ないために、結婚生活に不満があっても離婚に踏み切れないものとされてきた。近年は増加している離婚が全て自立志 

 

表13 16のライフスタイル変化 

 

これまで これから

L1

ニート・引きこもりは10代～30
代に見られる特別な現象で大
きな社会問題になりつつある。
バーチャル世界に没頭し，実
世界への関心を失う者も大き
な問題になってきている。

高齢化するニート・引きこもりが増
え，40代，50代のニート・引きこも

りもかなりの比率になる。バー
チャルな世界への依存者は増え
る一方で，実世界への回帰も見
られている。

・同居する親に生活費を依
存。
・人のつながりが希薄化す
る中で，集団生活になじめ
ない大人の増加。

・若者労働市場の改善
・社会保障制度の状況
・国内の労働集約型産業の
動向
・外国人労働者の受け入れ
状況
・ニート・引きこもり・
バーチャルな世界への依存
に対する対応策

L2

普通に就職（正規雇用）し結
婚したいけれど，普通になれ
ないことは社会問題だった。

学歴に関係なく，普通に結婚

や就職のできない若者や中年

が今後ますます増え，それが

当たり前の状況になっていく

であろう。

・高望みをしている訳で
はないのに，就職（正規
雇用）や結婚ができず，
新たなライフステージへ
のステップアップができ
ない。

・ジョブマッチング等の適
切な人材確保制度の確立
・ワークシェア
・正規雇用と非正規雇用間
の経済格差の改善
・新時代のお見合い産業

L3

これまでは，人生プランを
考えずに結婚･就職をしても
そこそこの生活水準を維持
できた。

何もしなければ生活水準が下
がっていくことが普通と受け止め
る人が増え，現在の生活水準で
人並みの生活ができなくとも特に
支出を見直す，より良い給与を求
めて仕事を変えるなどの対応行
動はとらず，安物買いなどでしの
いでいこうとする人が増えるだろ
う。

・成功経験なく育ち，上
昇志向がない。
・将来の人生リスクを考
えず，考える能力もない
と思っている。

・ローンと救済制度の見直

し

・情報伝達技術（インター

ネットやSNSによる生活の

比較）

・ディスカウント店，リ

ユースショップ，オンライ

ン購入の利用しやすさ

L4

戦後の高度成長期にサラリー
マンの増加と共に増加した専
業主婦が，結婚後特に子育て
期間は家事に専念することが
よく見られた。

専業主婦を養えるのは一部の
裕福な家庭だけになり、夫の
収入（もしくは年金）が多く
ない世帯では，妻も働いて家
計を維持することが当たり前
になるだろう。働く必要のな
い専業主婦は一部の女性に
とってあこがれの存在になる
一方で，熟年離婚に備えて自
分らしさを追い求めて生き方
を変えていく専業主婦も増え
るであろう。

・夫の収入だけでは，
「平均的」な生活が難し
い。
・パートに出ないことに
は，生活が成立しなかっ
たり，貯蓄できない。

・パート労働者の待遇改善
・機械化の進展による軽作
業のあり方
・軽作業の担い手（日本人
/賃金の安い外国人労働
者）

L5

普通の世帯はローンやクレ
ジットを組んでも普段の生
活に困ることはなかった。

企業の倒産やリストラなどの
リスクが増大し，普通の世帯
がふとしたきっかけから普段
の生活にも困るような借金漬
けの生活に陥るような状況が
増えるだろう。

・「普通」に住宅や乗用
車の購入，子供の大学進
学をさせたいが，ギリギ
リの収支バランス。
・給与カットなどに対応
できず, 家計プランを大
幅に見直し，切り詰めた
生活を送る可能性。

・社会保障制度の見直しと
改善
・人件費の削減，ミニマム
化の圧力

L6

離婚した女性は，実家に戻る
ことを｢出戻り｣と呼んだり，自
分で働き子供を育て上げるこ
とを｢女の細腕」と呼び美談に
されたり，特別な存在とされて
いた。

「出戻り」「女の細腕」は古
い時代の表現として忘れられ
ている。ある年齢以上の女性
の雇用は相変わらず厳しく，
収入が低くても，価値観の変
化等により離婚する女性は増
えるだろう。

・専業主婦が準備なく離
婚したことで，好条件の
就職に恵まれず当座の生
活費で手一杯。
・「親族」が助けるのが
常識という社会の風潮に
より親以外頼れない。

・職業教育の生涯サポート
体制
・保育制度の充実
・養育費の債権化（権利の
保障）
・企業のダイバーシティ方
針の推進

L7

高齢化した親は子供が面倒
を見るのが社会通念だっ
た。

老若男女を問わず独居が増え
て，周囲･親族と連絡をとらず生
存中でも消息不明状態の独居者
の孤独死が増加するだろう。家
族･血縁者がいても，｢無縁者」と
して生きていく人々が増加してい
くであろう。

・独立した子供は別居し
たり，家族・子供を持た
ない選択。⇒ニート・ひ
きこもりの行く末。
・バーチャル世界への逃
避により現実世界で人と
疎遠になるケース。

・様々な人が参加可能な
シェア・ハウス
・年金制度の充実
・単身高齢者ケアに関する
ビジネスモデル

ライフスタイル変化 ライフスタイル変化要因の
状況（リスク・主義等）

ライフスタイル変化の実現
を左右する転換点
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表13 ライフスタイル変化（続き） 

 

これまで これから

L8

自分も親の介護をしていたし，
身近な高齢者も子供や身内
に面倒をみてもらえていた，も
しくはお金をだして老人ホー
ムに入れる人が多かった。

将来の出来事を想定して備え

てきたはずなのに，自分また

は伴侶の怪我や病気などを

きっかけに，身内にも公共

サービス･民間サービスにも介

護されずに行きつまってしま

う人が増えるだろう。

・家族形態の変化や親族
関係の希薄化により，家
族にも介護をお願いしづ
らい。
・老後の生活費は確保で
きても，介護費用が準備
できない。

・介護支援制度
・介護トラブルを防ぐ仕組
みの確立
・幅員のある歩道の整備
・老人ホーム入所の競争倍
率
・信頼できるホームヘル
パー

L9

結婚適齢期に達したら，結
婚するという社会通念がな
お存在した。

気楽な独身生活を謳歌する者
は今後も増え，全体で見たら
初婚年齢はますます遅くなっ
ていくであろう。

・情報収集能力が高く，
新しいモノやサービス消
費が活発な物質主義。
・趣味縁的に様々な世代
と分け隔てなく交流。

・世代ギャップや世代特性
を上手に活用した商品・
サービスの開発

L10

年を取れば家族の世話にな
り，意思決定の多くを家族
に託し，最後は遺産を残し
て死んでいく人生というの
が社会通念上の老後であっ
た。

残り人生をどれだけ自分がや
りたいことに費やせるかを考
えて，家族や世間体にとらわ
れず，自分中心で物事を決め
て，何も遺産を残さずに死ん
でいく人生を送る人も増えて
いくであろう。

・情報収集能力が高く，
新しいモノやサービス消
費が活発な物質主義。
・趣味縁的に様々な世代
と分け隔てなく交流。
・住宅以外の資産を使い
切って死ねたら本望。

・相続税の変化
・リタイア層の雇用機会の
拡大
・世代ギャップや世代特性
を上手に活用した商品・
サービスの開発

L11

会社や地域などにおける慣
習にとらわれた生活を送
り，それらに根付く慣習の
見直しや新しいスタイルの
導入することを検討する人
は少なかった。

特定の地域や会社に依存しな
いために発生するさまざまな
リスクに，自分の知識やネッ
トワークで対処し，独立して
主体的に仕事の場所と内容を
選択していくという生き方が
受け入れられるであろう。

・会社・地域だけでなく
広いネットワークを持
つ。
・不要な物，余計な物は
持たず，エネルギー消費
も抑えた脱物質主義に基
づくシンプルな生活。
・自分で必要な物をメン
テナンスしながら生活。

・法人税のあり方
・道州制の実現
・発送電分離
・企業の労働生産性

L12

シングルマザーやシングル
ファザーは社会的･経済的に
不安定なため，離婚･再婚を
簡単に決断できない社会
だった。

男女ともに特定のパートナー
に依存せず自立して主体的に
人生を選択することが一般的
になり，結婚形態を問わない
新しいパートナーシップが受
け入れられるようになってい
く。

・経済的に無謀な離婚は
せず，中年から高齢期に
かけ十分な財産分与を元
に，趣味や自分らしい生
活に没頭。
・必要に応じて積極的に
パートなども行う。

・中年から高齢の女性がで
きる軽作業の増加，斡旋シ
ステムの確立
・離婚アドバイザーの増加

L13

女性は結婚前提の人生設計
が当然で結婚もしくは子育
てで仕事を辞めたりキャリ
アをセーブすることが期待
されていた。

男女ともにキャリアの設計と
家族は切り離して考えるよう
になるだろう。自分主体の人
生設計で，結婚も子育ても家
族もひとつの通過点というも
のが一般的になるだろう。

・結婚や出産は個人的な
事であり，キャリアとは
切り離して考える。
・サービスや親族などを
利用し，女性がバリバリ
仕事に打ち込む。

・育児に関する制度や施設
等のサポート体制の充実
・優れた保育ビジネスモデ
ルの供給可能性

L14

共働き・子有り世帯では家
事も育児も母への負担は大
きいが，それは家族の内部
の問題であり，自己責任で
対応すべき問題とされてき
た。

｢イクメン」が当然となり，子
育てを夫婦二人の負担にとど
めずさらに地域社会・コミュ
ニティがあらゆる面で子育て
を分担して，共働きをしやす
い社会になっているだろう。

・平日・休日問わず家事
や育児に積極的に取り組
む父親。
・家事・育児のためにフ
レックスタイム制度や育
児休暇の取得を行う。

・家事の時短技術の開発
・企業のフレックスタイム
制度や育児休暇制度の取得
促進に向けた整備
・時短ビジネス

L15

農山漁村の第一次産業を営
む家庭では，子供が農林漁
業を継がなくなり，農林漁
業に依存してきた地域が活
力を失っていくばかりだっ
た。

都会で農林漁業を指向してI
ターンする若者たちと地元の
若者が手を組んで魅力あるコ
ミュニティ作りに取り組み，
地域が活性化するようになる
だろう。

・自給自足の生活に憧
れ，積極的な移住者誘致
する農山漁村を志向する
都会育ちの人。
・地域の暮らしや文化を
継承するし，地域の魅力
づくり取り組む。

・農業支援技術の実用化、
低価格化，ノウハウ公開
・新規就農の支援策や保障
策
・農業の企業化や高収益化
・政策による農業生産性の
向上や高収益化

L16

今までの社会運動は既存の
組織が人々を組織して動員
するものだった。

これからの市民運動はSNS
（インターネットを活用した
人のネットワーク）などを通
じた個人の｢共感」が中心と
なって活動が拡がっていくだ
ろう。

・「普通の市民」が自分
の考えを発信し，社会を
変えたいという意識の高
まり。

・個人の考えを表明し行動
することを是認する社会意
識
・市民運動しやすい企業風
土と休暇制度
・エンターテイメント的側
面の強いイベントのビジネ
スモデル化

ライフスタイル変化要因の
状況（リスク・主義等）

ライフスタイル変化 ライフスタイル変化の実現
を左右する転換点
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向に基づくものではないが、特徴的な例として挙げた。 

キャリア志向の特徴を際立って現れているのが、L13 の女性がキャリア志向を追及するライフスタイルである。また

家族の関係を第一に考える家族主義の例としてイクメン（育児を積極的に担う男性）がある（L14）。 

人とのつながりや快適な周辺環境を求め都市から地方に移住する地方志向として L15 に I ターンするライフスタイル

が示されている。最後に他者承認欲求を満たすライフスタイルとして「SNS 活動に積極的な個人（L16）」がある。IT 技

術の進展に伴い、直接出会う機会のなかった人との交流がますます増加してくるだろう。身近な人だけでなく、物理的、

社会的距離が遠かった人に対しても積極的に働きかけるライフスタイル変化が考えられる。 

ただし、ここで得られた将来のライフスタイル変化はいつの時点に起こる変化かは必ずしも明確ではない。変化が緩

慢なものから急速なもの、線形的に変化するものやある時点で急速に変化が始まるものなど、様々な変化の仕方を想定

して「いつ」ということを精度高く予測することが難しいということに加えて、それよりも「どのような変化が起こり

えるか」という変化の方向性を予見することを本プロジェクトで重視したことが背景にある。 

（4）4つの未来シナリオ 

最終的に作成された未来シナリオは、図 19 に示す「健康優先社会へ」、「もう一度輝けるアンチエイジングタウン」、

「つながる地域は一つじゃない」、「Visor-com で拡がるコミュニケーション」の 4 つである。 

「健康優先社会へ」では、2030 年に健康であることが新しいステイタスとなった社会が描かれた。個人の心身の健康

状態や身体活動量を数値化した「健康 ID」という指標の活用、また健康管理のための商品開発が進む社会である。現在

でも健康管理を意識した商品開発は関心を持たれており似たような傾向を見ることができるが、シナリオでは、未来の

表現でいう「ワーク・ヘルス・バランス」（仕事と健康のバランス）がよい企業へ就職など、多くの人がより健康 ID 値

の高い地域や職場を求めて人々が移動しているというように、社会システムの様々な場面で健康に根ざしたものになっ

ている点が異なる。有識者ヒアリングでは、全体的な着想としてリアリティがあり、医療費等の財政負担の増大により

このシナリオで描いた社会へ進む可能性があり得ると評価された。一方で、シナリオで描いた健康 ID という指標が社

会の様々なシーンで活用されるという設定は、心理的、政治的リスクがあり、プライバシーの問題が起きる可能性があ

るとの指摘を受けた。 

「もう一度輝けるアンチエイジングタウン」では、2030 年頃の都市近郊部において、心身をケアし健康を保つことを

目的にした『アンチエイジングタウン』と呼ばれるまちづくりが行われるようになっている社会が描かれた。既存の医

療施設や地域資源を生かして、医療施設、健康関連アミューズメントパーク、宿泊施設などが整備され、地元に雇用が

生まれる。このようなまちづくりによる当該地域への移住者や医療観光によりまちの活性化と同時に、まちに関わる全

ての人々の心身の健康を保つことが可能となっている。特に高齢者を意識した民間企業主導による近いコンセプトの施

設等は近年見られるが、本シナリオではまち全体で取り組んでいる点や若い人も対象としている点が異なる。有識者ヒ

アリングでは、医療観光は日本が世界戦略化できる分野であるという評価を受けたが、このようなまちづくりに適した

箇所を正しく選定できるか、また、一から作るのではなく既存施設、地域資源をうまく活用できないと財政的に厳しい

という指摘を受けた。 

「つながる地域は一つじゃない」では、2030 年に「したいこと」を伝え合うアプリや社会の仕組みが開発され、それ

を活用した社会が描かれた。地域内の「したいこと」情報だけでなく、地域を超えたつながりも増え、まちづくりにお

ける地域外のサポーターが増え、議員や役所でもそのような情報を活かすようになる社会である。既に、SNS をうまく

利用している一部の人々による同様の動きは見られるものの、一般的な動向には至っていない。本シナリオでは、ただ

アプリを活用するだけでなく、複数の地域に住民登録できるようになり、二拠点生活を楽しむ人や第二の故郷を見つけ

る人が増えている点は現状と大きく異なる。有識者ヒアリングでは、複数住民票制度は現実にはかなり難しいだろうと

いう意見があったが、今後、生活者の二極化が進む社会の中で、アプリ活用の内容が向上するライフスタイルと下降す

るライフスタイルの双方の実態に即した形で実現すれば、一気に広がる可能性があると評価された。 

「Visor-com で拡がるコミュニケーション」では、2030 年にメガネ型の拡張コミュニケーションツールであるバイザ

ーコム（Visor-com）が活用される社会が描かれた。自動翻訳技術による外国人との円滑なコミュニケーションや、画像
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や音声の様々な情報の検索機能と話し相手と共有機能を用いながら会話の幅を拡げることが可能となる。さらに、リア

ルタイムでのその場の情報の提供機能もあるため、例えば、視覚障碍者は周辺を車が通過する情報を得ることなども可

能になる。ウェアラブルで数段階進化したスマートフォンのようなものである。現実の世界では、このレベルには達し

ていないもののグーグルグラスなどの類似コンセプトの商品が提示されている。有識者ヒアリングでは、このような方

向で社会が進んでいく前提として、様々な情報がつながることに対して法規制や倫理的ガイドラインを整備することの

必要性や IT 機器に依存することの弊害が指摘された。 

 

2.2.5 フォーカス・グループ・インタビュー（FGI）の実施 

（1）調査の目的 

2.2.4 項で得られたライフスタイル変化やシナリオが描写する「ありえそうな未来」の記述が、一般市民にどの程度共

感・実感され、自分に当てはまり、または自分事だと認識されるのかを明らかにするため、FGI 調査を行った。FGI は、

司会者と少人数の対象者で行われる座談会形式の定性調査法で、消費者の意識や行動の理由を深く知ることに有用な手

法である。主にビジネスやマーケティングの分野で多く実施されているが、最近では、心理学や教育学、保健、健康科

学等の分野でも適用する例が増えている。（ウヴェ・フリック 9) 等）。 

（2）リクルーティング条件 

第 1 回目の FGI は 2013 年 12 月、都内および近郊に在住する 4 グループ（各グループ 6 名）を対象に行った。また、

その結果をふまえて、第 2 回目の FGI は、2015 年 11 月に北関東地域在住者を対象とした 4 グループと「二地域居住」

を現在実践している人 1 グループに対して実施した。 

第 1 回目は、「2030 年に日本社会のライフスタイルを担っている人々」を想定して、対象者を都内および近郊に在住

する 50 代以下の成人男女として、機縁法でリクルートを行い、東京の民間調査会社にて FGI を実施した。それぞれの

 

 
図19 4つの未来シナリオ 
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グループは、a）若年非正規労働者、b）若年正規労働者、c）中年男性、d）中年女性である。a）、b）は 20〜39 歳まで

の男女である。2030 年には 30 代後半から 50 代前半となり、2030 年の労働力の中心を担っていると期待される年代とい

える。現在、この年代では非正規雇用が大きな問題となっている一方、正規雇用に関しても、その働き方と働くことに

関する意識が大きく変化していることが指摘されている。そのため、正規雇用と非正規雇用の雇用形態ごとに男女混合

のグループを構成した。c）、d）は、40〜59 歳の男性、もしくは女性のグループである。2030 年には 50 代後半〜60 代

後半となる世代であり、また、自分たち自身の老後だけでなく親の介護の問題などに直面する世代である。出来るだけ

幅広いものの見方・考え方を把握するため、同じグループ内には多様なライフステージ（既婚・未婚や子供の有無）に

ある人を含めるようリクルーティング条件を設定した。また、第 1 回目の FGI では、非正規雇用や子どものひきこもり、

親の介護などのリスクに直面している人を積極的に対象に含めることした。この理由は、16 の主要なライフスタイル変

化の作成において、結婚、子育て、家族の病気や介護など様々なライフステージの変化においてリスクに対応できる力

があるかどうかで、選びうるライフスタイルに違いがあると考えられたためである。 

第 2 回目の FGI では、東京から 100km 以上離れた地域に居住する 20 ～59 歳までの男女を対象に、a）若年男性、b）

若年女性、c）中年男性、d）中年女性で 4 グループを構成した。2 地域居住は 35～69 歳の男女を対象に、仕事や子育て

など特定の目的のために、一年のうち、少なくとも 3 割を都市または地方で暮らしライフスタイルの充実を図っている

等を条件とした。リクルート可能な対象者が限られていたため、職種や年収、雇用条件、親との同居条件などの条件を

第 1 回目と比べてある程度緩和し、インターネットや電話も活用してリクルーティングを行った。 

（3）インタビューフロー 

司会者の進行の元にラウンドテーブルの座談会形式で FGI を実施した。FGI の流れを図20に示す。 

まず Part1 の導入部分では、趣旨説明を行い、各参加者から自己紹介（名前、職業、家族構成）と最近の関心事の割

合について発言してもらった。次に、Part2 では、普段の気分とその理由や自己実現欲求の強さ、モノとお金に対する欲

求度合について発言してもらい、参加者の現在の価値観と意識を把握した。Part 3 の 10 年後の暮らしのイメージでは、

宿題の 10 年後の暮らしはこうなっているだろうという予測のイメージを表すビジュアルを説明してもらった1。Part 4

の16のライフスタイル変化の検証では、現在から15年程度の間に自分や友人に起きそうなことに下線を引いてもらい、

なぜ起きそうだと思ったのかについて説明してもらった。Part 5 では、若年グループは健康優先社会、つながる社会、

バイザーコム、中年グループは健康優先社会、アンチエイジングタウン、バイザーコムのそれぞれ 3 つのシナリオにつ

いて、それぞれどの部分に共感したか、共感しないかについて発言してもらった。各シナリオは、わかりやすく説明す

るために、シナリオのイラスト（図19）を示しながら、概要を司会者が読み上げて、その後にシナリオについての感想

を質問する形で参加者の反応を引き出した。 

（4）第1回FGIの各グループの特徴とライフスタイル変化についての反応 

参加者の現在の価値観と意識の把握から、各グループの特徴が明らかになった。若年非正規雇用グループは、「今後、

長期的に不景気がさらに続き、少子化も進んで、不安定な社会になる」と予想しており、「終身雇用なんてありえない」

と考えている。現在、非正規という雇用形態で、各自それなりの心配事があるせいか、他人の苦しみやつらさを受容で

きる一方で、政府や他人に何かしてもらおうとは思っていないように見受けられた。若年正規雇用グループは、正規雇

用といっても、概ね「勝ち組」の中にギリギリ入っている、という感覚で、非正規グループに比べて男女ともに割と明

確な目標があり上昇志向がみられた。例えば、管理職になりたい、海外勤務したい、などである。また、両親を尊敬す

る、結婚志向がある、など、価値観が全般的に保守的であった。中年男性グループは、「起きて半畳、寝て一畳、一日 2

合半」という小さな暮らしにすることに、全員が賛同しており、生活も仕事も、「拡大」方向ではなく、「縮小」方向に

なることを予測し、望む傾向があった。制度や経済全般に関する批判が強くあり、国がもっとしっかりすべきだと考え

ていた。高齢化問題は、頭の中だけで「意識している」だけであり、「自分は長生きしない」といった発言が複数の参加

者から見られ、実際に自分が年を取ることの「現実味」は全く自覚されていなかった。全般的に、老化に伴う健康リス  
                                                             
1 参加者には、10 年後には、おそらく自分はこうなっているだろう、というイメージを表すビジュアル（画像）探して事前に提出し

てもらう宿題を課していた。 
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図20 インタビューフロー 

 

ク等に向かって取り組むのではなく、フタをして見ないようにしていると解釈できる発言があった。現実をしっかり理

解し、自分なりの準備を進める「女性グループ」との大きな開きが、ここにあるように見受けられた。中年女性グルー

プは、「子供のひきこもりや両親の介護を、生活の中で実際に引き受けざるを得ないため、中年男性グループと比べて現

実をしっかり直視しているようであった。その結果、10～15 年先の社会の見通しも、中年男性グループより現実的に見

ていて、介護についても自分ごととしてとらえて、関心が高いという特徴がみられた。 

16 のライフスタイル変化についての反応をまとめた結果を図 21 に示す。ほとんどのライフスタイル変化について共

感が得られた。特に、現在の生活に将来リスクを抱えている人々（介護、家族の引きこもり、雇用不安等）に関するも

のについては非常に共感が大きかった。他方、「No.7 地方と都市の若者が手を組む」と「No.9 地域社会が子育てを分担」

のような地域コミュニティに関するものについては共感が得られなかった。No.7 は都会で農林漁業を志向して I ターン

する若者たちと地元の若者が手を組んで魅力あるコミュニティ作りに取り組むという内容であるが、I ターンする若者

たちについては「人間らしさを求めて田舎へ行く若者もいる」と共感する意見もみられたが、「I ターンは大きな動きに

はならない」、「若者は農林漁業へ向かわない」など、社会の変化としては限定的であろうという見方であった。No.9 に

ついては、イクメンが当然になるところについては賛同する意見が多くみられた一方で、地域社会が子育てを分担する

部分については、「待機児童で苦労している人がまだ多くいるのでイメージできない」、「地域社会・コミュニティがすで

に崩壊してきているので、地域社会・コミュニティできるとは思えない」という意見であった。 

（5）第2回FGIの各グループの特徴とライフスタイル変化についての反応 

1 回目の FGI では、コミュニティへの関与の度合い、また地方在住について非常に否定的である結果が得られたが、

都市特有の結果でないかを確認するため、2 回目は地方在住者 4 グループと二地域居住をしている人 1 グループを対象

として FGI を実施した。二地域居住は、仕事や子育てなどの目的のために日常的に都市と地方を行き来する新しい生活

スタイルであるが、今後そういう人が増える兆しがあるのかも含めて調査の対象とした。 

若年男性グループは、地元から離れたくないという意志が 4 つのグループの中で強く、都会にも関心がなく、生活範

囲が狭かった。性格も素朴で、ゆったりと生活したいと考えていた。両親の世代は地域との交流があるものの、自らの

Part 話題のポイント 主なトピックス 時間
座談会室に到着後すぐに記入してもらう ●最近の関心事の割合：仕事：家族：配偶者：趣味：社会の様々なこと：その他

Part 1 自己紹介  オープニング＆ウォーミングアップ 10／10分

Part 2

現
在
の
価
値
観
と
意
識

（１）普段の気分とその

原因

 普段の暮らしの中での気分を形容詞で表すと何？

 その気分を形成している要因／.原因は何か

20／30分

（２）自己実現欲求の

強さ

 下記のどちらに近いか、話してもらう

 Ｐ型：自分の希望にあった職業についたり、自分が望む生活ができるように、

頑張り、努力する

 Ｑ型：特に、頑張ったりせず、身の丈に合った暮らしができればよい

（３）モノとお金に対す

る欲求度合い

 下記のどちらに近いか、話してもらう

 Ｒ型：モノは余り持たず買わず、シンプルな暮らし。手作りもして、お金があま

りかからない暮らし

 Ｓ型：自分が欲しいと思うモノや新製品が出たら買ってみるので、モノに囲ま

れた暮らしで、それなりにお金がかかる暮らし。

Part 3

10
年
～
15
年
後
の
暮
ら
し

10年後の暮らし  宿題の「10年後の自分の暮らし」を表したビジュアルに沿って、説明してもらう 15／45分

１6の

ライフスタイル変化の

検証

 No.１～６「自己実現を図ることがリスク回避」

 No.７～９「人とのつながりによるリスク回避」

 No.１０～１３「未来のリスクを理解していない」

 No.１４～１６「リスクに対処・備えきれていない」

50／95分
Part 4

Part ５ ４つの

未来シナリオの検証

 若年は①、③、④ 中年は①、②、④を検証する

① 健康優先社会へ

② もう一度輝ける＜アンチエイジングタウン＞

③ 繋がる地域は一つじゃない

④ Visor-comで人がるコミュニケーション

25／120
分

終了後のアンケート  年収／住居形態
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地域とのつながりはかなり希薄であり、この点では都市の生活者と同様であった。若年女性グループは、若年男性に比

べると活発で、地元や親が大好きで、今後も地元で暮らしたいと考えていたが、地域とのつながりは若年男性グループ

と同様に弱かった。中年男性グループは、何事も「自分で、個人が頑張るべき」論が強く、趣味活動も活発で、「所有欲」

がとても強かった。若年男性とは正反対に、海外や都会にも趣味で出かけたりするなどの活発な生活を送っていた。地 

 

 

(1) No. 1～6「自己実現を図ることがリスク回避」 

 

 

(2) No.7～9「人とのつながりによるリスク回避」 

若年 非正規雇用 若年 正規雇用 中年 男性 中年 女性

1
老後は何も残
さず死んでい
く

非提示 最も起こりそう ４名 最も起こりそう ２名

2
初婚年齢は
ますます遅く
なる

最も起こりそう １名
自分の周りでも結婚して
いない人も多い。

最も起こりそう ２名
キャリアを考えると若い
うちに結婚できない

非提示

３
新しいパート
ナーシップ

結婚でお互いの生活リ
ズムを狂わされたくない
ので同棲している。

最も起こりそう １名
周りにも離婚している人
が多い

最も起こりそう １名
結婚が全てではない。
結婚形態に囚われずに
生きていく。

結婚形態を問わない。
昔のように家に嫁ぐ感じ
ではない。
お互いに生活費も出し
あっていると思う。

４
専業主婦は
一部の富裕
層のみ

最も起こりそう ３名
年金もなく、景気も回復
しそうにない。
自分の家も、周りの家も
妻も働いている。
離婚を我慢できるのは
子供がいるうち。

最も起こりそう ４名
専業主婦のメリットがな
くなって来ている。
例えば税金控除

最も起こりそう ３名
格差はどんどん開いて
二極化する。

最も起こりそう ４名
若い人の収入がかわい
そうなぐらい。
共稼ぎがあたりまえ。

５
結婚も子ども
も家族も一つ
の通過点

最も起こりそう １名
結婚、出産でも継続して
働くことのできる社会に
なって欲しい。
複数の子供がいても働
き続ける社会

そうなる予感があるが、
なって欲しくはない。
家族との心の接点が希
薄になる。

６
自分のネット
ワークで対処

そうなってほしい。 人による。
イメージがわかない。

最も起こりそう １名
終身雇用が終わる。
アメリカ的な厳しい社会。

ネットで仕事、できるの
でそうなっていく。

既に起こっている実感あり

既に起こっている実感あり

既に起こっている実感あり

既に起こっている実感あり

中年男性のみネガティブ

若年 非正規雇用 若年 正規雇用 中年 男性 中年 女性

７
地方と都市
の若者が手
を組む

一番起こりそうにない。
首都圏一極集中で地元
の若者は出て行く。

町おこしに成功したとこ
ろにだけ人が行く、二極
化が起きる。

Iターンで田舎で農業を
する人がいるが、大きく
増えるとは思えない。
都市集中はまだ進む。

15年後は人間らしさを求
めて（田舎に移住して）
いるのではないかと思う。

８
SNSを通じた
個人の共感
が中心

SNSに依存している人も
多く15年後もこのままの
状態であろう。

最も起こりそう ５名
現在でもこれと同じこと
が起こっている。
デモや社会運動が増え
ることに不安。

最も起こりそう １名
実際起きている。世界中
で体制が変わるきっか
けになっている。
共感を得ることは商売の
一環として必要になる。

最も起こりそう １名
サークルでは繋がるけ
ど地域では無理。
都会は隣近所と会話が
ない。

９

地域社会が
子育てを分
担

待機児童問題で苦労し
ている人がいるのでイ
メージできない。
コミュニティに出来ると思
えない。

最も起こりそう １名
イクメンは当たり前と
なっている。
地域社会、コミュニ
ティーはイメージできな
い。

最も起こりそう １名
現実問題としてコミュニ
ティーが崩壊しつつある。
子供を預かるビジネスと
して展開してくる。

イクメンは既に当たり前。
都会は近所付き合いが
ないので、地域が子ども
をみることはないだろう。

既に起こっている実感あり

「イクメン」は既に起こっている実感がある一方、地域社会が子育てを分担できると思えない

これは起こりそうにない。逆に都市集中が進みそう
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(3) No.10～13「未来のリスクを理解していない」 

 

 

(4) No.14～16「リスクに対処・備えきれていない」 

図21 FGIの結果: 16のライフスタイル変化についての第1回参加者の反応 

 

域との関わりは奥さんに任せており、希薄であった。中年女性グループは、地域との関わりが 4 つのグループの中で最

も強く、また、若年女性と同様、都会にも時々遊びに行くなど活発な面もあった。 

二地域居住グループは、20 代・30 代をバリバリ働いて経験を積んだことで、趣味を充実させたい、自然のなかで過ご

したいなど志向が変化して、二地域居住につながっていた。地方における地域の人々との交流はあるが、自分が楽しむ

ためであり、その地域に貢献しようという意識は希薄で、基本的なマインドは都市の人と同じといえる。芸術系の職業

若年 非正規雇用 若年 正規雇用 中年 男性 中年 女性

１０

生活水準は
下がるのが
当たり前

勝ち組と負け組へ二極
化していくので、何も努
力せず遊んで暮らしてい
たら、生活水準も下がっ
ていく。

最も起こりそう ２名
若い世代の消費行動は
変わって来ている。
（「嫌消費」）

最も起こりそう ２名
消費税の増税、大借金
国、仕事からあぶれる人
が増えてしまう。

１１

ニート・ひき
こもりの高
齢化

最も起こりそう ３名
ニートは働いたら負け、
生活保護を受ければい
いというのが横行しそう。

最も起こりそう ３名
ニートになったら社会復
帰は無理。高齢になって、
仕事に疲れニートになる。
増えるが、減らない。

最も起こりそう １名 最も起こりそう １名
15年後には普通になっ
ている。
親の年金を当てに生活
している人が、思いなお
して外に出ていく事はな
い。

１２

シングルマ
ザーは
いばらの道

最も起こりそう １名
待機児童の解消さえもで
きていないし、男性中心
の社会は根強い。
報酬の低い介護職ぐら
いしか手に職を持たない
女性が働く場所がない。
（将来の自分に）起きそ
うな気もする。

ある程度の年令以上の
雇用は難しい状況は続く

非提示

１３ 孤独死や無
縁者が増加
する

非提示 最も起こりそう １名
実際、同じマンションで
孤独死の人が2-3日後
に発見された。
孤独死は増える。

既に起こっている実感あり

既に起こっている実感あり

既に起こっている実感あり

既に起こっている実感あり

若年 非正規雇用 若年 正規雇用 中年 男性 中年 女性

１４ ふとしたきっ
かけから生
活苦

最も起こりそう １名
企業の倒産、終身雇用
の崩壊、普通の生活も
できない状況になる。

確かに実現しそう。
今までが容易に貸しす
ぎていた。今後は貸して
くれなくなる。

最も起こりそう ２名
3年半前に夫がリストラ
された。15年後もどこか
の企業が危なくなって突
然わが身に降りかかる
事がある。

１５ 介護に行き
詰まる人が
増える

最も起こりそう ２名
今でもある。親の介護で
辛くても対応してくれると
ころがない。
今でも介護は人で不足、
15年後も厳しい。

最も起こりそう ２名
（施設費用は）簡単に出
せる額ではない。

最も起こりそう ６名全
員
行きづまってしまう人が
増える。
高齢化で、介護の必要
な人が増大、サービスに
も限界があり、受けられ
ない人も増える。

要介護3の祖母、民間施
設に入所した。25万円
／月 年金では足りず、
持ち出ししている。

１６ 普通に結婚・
就職できな
い

東大卒で就職できず、
中卒で就職して家庭を
持っている人もいる
結婚する意味も分から
ない

最も起こりそう １名
有名大学を卒業しても
就職浪人になる状況は
続く。
結婚できないのではなく、
しない人が増える。

「当たり前」までは行か
ず、「増加している」程度
だろう。

最も起こりそう ２名
就職試験の面接官も学
歴は見ないと聞いた。

既に起こっている実感あり

既に起こっている実感あり

既に起こっている実感あり
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の人（音楽家、デザイナーなど）には現在も今後も二地域居住する者が多そうであった。 

16 のライフスタイル変化については、「No.15 介護に行き詰まる人が増える」が最も起こる出来事として認識された。

また、いずれのグループでも「No.4 専業主婦は一部の富裕層のみ」でこれからは女性が働くのが当たり前という反応が

見られるなど、その他についても 1 回目の FGI における反応と大きくは変わらなかったが、リスクに対する反応は全体

的に低かった。「No.7 地方と都市の若者が手を組む」については、身近にそういう人がいる人がいたり、「今の若い人は

農業とか漁業に少しずつ価値を見い出している」などの肯定的な発言もあったが、「たまたま成功例がテレビ等でかっこ

よく報道されている」、「都会で何もできないから農林漁業をやるというのが勤まるほど甘くはない」などの否定的意見

も多く、この点も都市の住民の受け止め方と大差がなかった。 

子育てに関しては、性別によって受け止め方に大きな差がみられ、「No.5 結婚も子どもも家族も一つの通過点」では

それをサポートする体制（幼稚園や保育園、児童館をはじめとする制度など）は充実していくだろうという点について、

女性は肯定的であったのに対し、男性はあくまで理想論でサポート体制が良くなるとは限らないと否定的に受け止めて

いた。「No.9 地域社会が子育てを分担」では、中年男性は「子育ては地域などではなく家族の問題」と認識するなど非

常に否定的に捉えており、全員が共働きしやすい社会に賛同した中年女性とは対照的であった。若年世代も男女ともに

共働きしやすい社会になるとは思えないと否定的に捉えた人が多かったが、今回の参加者には未婚の人や子供が居ない

人が多かったため、あまり自分事として捉えられなかった可能性もある。 

（6）4つの未来シナリオについての反応 

図22に示す通り、健康優先社会については、「健康が重視される社会」「健康への関心を高める」というような社会の

方向性には賛同する人が多い一方で、健康は個人的なものであるため強制や管理されたり、健康の善し悪しで線引きさ

れる（健康でないと保険料等が高くなったりする）のは良くないと感じる人が多かった。これらの意見に加えて、2 回

目の FGI では、今現在、既に健康マイレージなどの健康増進事業を実行している自治体が多いことから、今後、「ラン

キング」はあり得そうという意見や、ストレスウォッチみたいなものはすぐにできそうだという意見もあった。 

バイザーコムについては、1 回目の FGI では、人間の能力が退化する/バカになる、もう人間が人間じゃなくなってロ

ボットになる（人間らしさを失う）、人同士の触れあいが感じられなくなって人間関係が希薄になる、みんながバイザー

コムを使う社会は「気持ち悪い」という意見がでるなど、大きく否定されたが、その一方で、お年寄りや障がい者があ

る人などが使うのは良いという意見もあった。2 回目の FGI では、既にスマホで出来るという意見やメガネ型よりスマ

ホの方が慣れているから使いやすいといった意見が出された。 

アンチエイジングタウンについては、1 回目の FGI では「こうなれば理想」という意見は少なく、「今もやられている」

「従来の介護施設と同じ」という見方をする人や、「活気がない」「若い人は行かない」「うまく行きそうにない」「ここ

で楽しめるのは裕福な人」「飽きちゃいそう」といった否定的な意見がやや多かったが、2 回目の FGI では、「もう近く

に出来ている」といった情報や、「自分の母をそこに住まわせたい」など、肯定的な意見の方が目立った。 

つながる社会については、「楽しそう」、「地域が活性化する」、「ふるさと納税」などでもう実現しているという肯定的

な反応がある一方、知らない人同士が集まるのは「気持ち悪い」、現在の居住地とのつながり感が弱い中で複数の地域の

住民になる感覚が理解できないという意見もあった。2 回目の FGI でも、「既に実行されている」という意見のほか、複

数の住民票は犯罪が起きそうなどの意見が出た。 

2 回目の FGI では、前回から 2 年経っているということもあり、AI（人工知能）技術・ロボット技術が想定以上に進

歩し浸透したことを印象づける発言がみられたが、依然としてデジタル機器を使用することに否定的な印象や感情を持

つ人も多いことがわかった。 

 

2.2.6 まとめ 

（1）シナリオ構築作業から見えてきたもの 

今回の作業から見えてきたものは、我々が生活していく上で直面するであろう様々な「リスク」にどう対処していく

か、そのリスクへの対処能力、対処できる社会の構築が、これからの持続可能社会の構築に必要不可欠であるという視 
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図22 FGIの結果: 第1回参加者のシナリオに対する反応 

 

点である。 

そのリスクへの対処は、個人で可能なものもあるが、社会全体で取り組まなければならないものもある。また、人が

どう生きていくのかについて、それぞれの人生の岐路における選択に依存するものもある。たとえば、社会的側面にお

ける重要な要素のひとつである「健康」を取り上げてみると、一人一人が健康について配慮した生活を送るように努め

るだけでなく、社会全体で健康を維持できるための仕組みを整えていくことも重要である。そのためには、制度を整え

ていくと共に様々な技術を活用していくことも必要である。 

また、リスクという観点は、気候変動問題や自然災害などの問題で最近しばしば言及される、レジリエンスの議論に

も通じている。社会において、いかにリスク対応できる体制が整っているかは、結局はレジリエンスの問題としても議

論できるものであり、今回の我々の出発点である、「予測できない未来」「我々が知らないことさえも知らない未来」と

いういわば「想定外」の問題が起きたときにどう対応していくかの問題にも通じるものである。 

本プロジェクトのこのような視点は、偶然にも同時期に活動していた EU におけるプロジェクト SPREAD7)にも共通し

たものであった。我々は、環境負荷低減のみを日々の目的として日常を送っているわけではないし、そのようなことに

十分配慮した生活をこころがけたとしても、他の様々な要因でより良いと考える選択肢をあきらめざるを得ないことは

多い。また、10 年後、20 年後の環境負荷レベルの低いライフスタイルを考えようとしても、世の中の趨勢次第で我々の

生活は大きく左右されてしまう。そこで、このような「持続可能性」をいったんはずして考察するライフスタイルシナ

リオの構築を行ったのである。その結果は驚くべきことに、お互いに関与せずに進めていた EU のプロジェクトと多く

を共有するものとなった。しかしながら、「持続可能」なライフスタイルのためのシナリオ構築としては、現時点ではや

若年 非正規雇用 若年 正規雇用 中年 男性 中年 女性

健
康
優
先
社
会

 数値で評価することに違和感

を感じる ⇔ 数字で示してく

れれば、病気の初期段階で

気がつく。

 心の健康もケアすべき。

 機械ではなく、自分で管理す

べき。

 ワーク・ヘルス・バランスは良

い言葉。

 健康でないと保険料が上がり、

年金が下がるのはやりすぎ。

⇔ 励みになる。

 機械に縛られるのは嫌。

 ビジョンはわかるが、現実的

でない。

 健康は個人の意識としてある

が、社会のフィロソフィーにす

るのは違うと思う。

 機械に生かされているみたい。

 会社選び、仕事選びは健康

でないとだめ。セルフコント

ロールできない人は仕事もで

きない。

バ
イ
ザ
ー
コ
ム

 バイザーコムいきわたった世

界はいやだ ⇒ 全員

 2030年には実現していそうだ

が、どんどん人間がバカにな

る。

 子供には使わせたくない。

 人間同士の関係が希薄にな

りそう。半ロボット。

 来年Googleで始まる。

 頭を使わなくなる。

 コミュニケーションできるかか

どうかわからないが、外人も

増えているので、通訳ツール

としては良いと思う。

 もう、Googleでやっているので

はないか。

 人間の能力が退化する／バ

カになる。

 お年寄りとか、目や耳が不自

由な人などには良さそう。

ア
ン
チ
エ
イ
ジ
ン
グ
タ
ウ
ン

非提示

 地域で高齢者を支える、資源
を活かした町輿しなどはすで

にある。
 箱物行政的な感じがする。う

まくいかない感じがする。

 若者は行かないだろう。
 ここに行って楽しめるのは裕

福で、余裕のある人

つ
な
が
る
社
会
は
一
つ
じ
ゃ
な
い

 今住んでいる地域と自分が

繋がっているか微妙。

 地域に愛着もないから、複数

の地域の住民になる、という

感覚が分らない。

 すでに一部実現している。

（ふるさと納税）

 全く知らない人が集まるのは

気持ち悪い。

非提示

●方向性として「健康が重視される社会」それ自体は良い。
▲管理されたり、健康の良し悪しが線引きされるのは良くない。社会の方向性に疑問

▲人間の能力が退化する／バカになる。
▲人間同士の関係が希薄になりそうだ。

▲既に、こういうものは分散して既に存在してい
る。こういう色々なものを、１ヶ所に集めても、魅
力にならず、飽きてしまい、失敗しそう。
▲魅力のない「大きな箱もの」を作る“霞ヶ関的
なニオイ”がして、良くない。

▲趣味的な集まりがネットを通じて形成されること
は、現在も既にあることであり理解できるが、仕事
に関してはピンとこないようだ。
▲そもそも現在の居住地に対するつながり感が弱
い中で、「２拠点生活」と言われても理解できない。
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り残していることは多い。まずは、このようなライフスタイルシナリオから導かれる「持続可能な」ライフスタイルが

どのようなものかを、再検討し評価しなければならない。 

将来にむけて、複数人から構成される家族の割合が減少し単身世帯が増加すると、それだけで一人あたりエネルギー

消費は増加していくだろう。現在の複数人世帯対象の民生家庭部門での機器設備を前提とした低炭素社会構築の議論で

十分であろうか。さらに、たとえば、健康に配慮するシステムが社会に構築された場合、人々の福祉の状況は向上する

だろう。ワークライフバランスにも日頃から配慮する職場も増えるであろう。そのような動きは社会の環境負荷にどの

ような影響をもたらすだろうか。地方に住居・職場を移す人も増えるのだとしたら、移動先の地域の姿はどう変わるで

あろうか。日本の三大都市圏のような公共交通機関の整っている地域からそうでない地域に人が移住するとき、交通負

荷は増大することになるのだろうか。 

（2）シナリオの評価 

上記の各論点については、まだそれぞれが一つの研究プロジェクトになり得る大きな課題である。しかしながら、何

らかの展望は持っておきたい。そこで、上記を含め、4 つのシナリオを専門家に評価をしてもらうことにした。評価は

インタビュー形式とし、広井良典氏、山崎亮氏、松原光代氏、堀江由香里氏に話を伺った。インタビューは、ウェブマ

ガジン greenz.jp 編集委員長（当時）兼松佳宏氏、博報堂諏訪部裕美氏の協力を得て実施した。さらに 4 人の専門家イン

タビューを踏まえてのワークショップを都内で実施した。ワークショップには、横尾俊成氏、田中翼氏、石川さやか氏

とともに 20～30 代の若者をとともに未来のライフスタイルについて議論した。上記の結果は、記事にとりまとめた上で

greenz.jp のホームページに掲載してある（特集「僕らの未来シナリオ」http://greenz.jp/issue/social_design/scenario2030/）。 

本プロジェクトのシナリオは、人々の暮らし方が右肩上がりを望めないことを前提に 4 つのシナリオを描いているが、

専門家の評価は、それらを踏まえた上で、さらによりよい社会を構築するために社会を変える仕組みを模索している第

一人者としての指摘であった。例えば、松原光代氏は専門の労働経済学の立場から、人々が働く仕組みの設計をしてい

る第一人者であるが、ワークライフバランスをよりよい形で追求していくために、そこをきちんと見ていくシナリオが

必要であることを指摘した。いずれの専門家も、4 つシナリオを肯定した上で、それらのシナリオに表現される人々の

「暮らしにくさ」に改善に向けた取り組み、社会のあり方、変革の方法を指摘している（図23）。 

（3）成果の発信 

ライフスタイルの転換は、人々が行うものであることから一般の人々へ成果を発信していくことも大切である。本プ

ロジェクトでは、一般向けのパンフレット（日本語版および英語版）を作成した。また、国立環境研究所のウェブサイ

トにプロジェクトのホームページを日本語および英語で作成し、UNEP の 10YFP 関連会合等で紹介した。 

（4）今後の展望 

上記のシナリオ構築作業の結果、当初の目標は将来の環境負荷についての定量的な把握であった。実際、何度も言及

しているEUのSPREAD2050プロジェクトではフィンランドのチームが定量化を行い、次に示す結論を導き出している。

「作成したロードマップは、2020 年を目標とする EU や WHO の戦略を達成するためにも重要となる、より持続可能な

生活に向けた実践の要点を示している。SPREAD では、主要な目標としてマテリアルフットプリントが 1 人あたり

8000kg/年になること（現在は 45000kg/年）を設定して、4 つの起こりうる未来シナリオを構築し、そこに至る道筋を示

した。”The roadmap outlines ways for more sustainable living practices across Europe, critical to achieving the EU and WHO 2020 

strategies. With a headline target of a material footprint of just 8,000 kg per person per year, compared to 45,000 kg average now, 

SPREAD has developed scenarios of four possible futures and pathways to get there.”（http://eurohealthnet.eu/media/ 

spread-shows-how-hit-8000-kg-target-sustainable-lifestyles-2050-brussels-26-27-november-2012）」。 

今回の我々のプロジェクトは、社会の変化による環境負荷を定量的に把握しようという様々なモデルを用いた研究に

おいて、モデルの設定にあたる部分に相当する。しかし、多くのモデルは計量経済学等、既に評価の高いモデルを基礎

に組み立てられていることが多く、実際に社会がどう変化していくのか、その変化によって我々の「くらし」が、さら

にどのように変化していくのか、についての考察には、あまり注意が払われていないように見受けられた。本プロジェ

クトは､その考察にじっくりと取り組んだものである。 
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図23 専門家インタビューの要約 
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